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JICA スタッフ・ディスカッション・ペーパー・シリーズ・オン・アフリカ 

その１：総論編「アフリカの構造転換と強靭性強化に向けて」 

吉澤 啓（JICA アフリカ部） 

 

本小論は、TICAD VI を控えた今日において、アフリカ開発の課題を鳥瞰するとともに、求められる政策的な

取組みについて、概括的な試論を提供することを目的とする。 

まずアフリカ開発の長期的な展望を整理し（第 1 節）、ついで長期的な構造転換の必要性について議論する（第

2 節）。ついで前回の TICAD 以降に生じた近年の変化とショックを整理し（第 3 節）、ついで第 4 節において、

これらの課題に対応するために、アフリカは経済構造転換とショックへの強靭性（Resilience）の強化を実現す

べきとの議論を試みる。同時に、これに対応しようとする意図に対応した JICA の試みについても紹介する。 

以上に加え、TICAD VI に向けて、アフリカ開発への議論の広範な議論に供するための素材として、いくつか

の重要なイシュー／トピックについて、情報ノートを提供する。 
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（注）本稿では、特に言及する場合を除き、「アフリカ」を、サブサハラ・アフリカを指す語として用いる（ア

フリカ大陸に属する 54 カ国のうち、北アフリカ５カ国（エジプト、リビア、チュニジア、アルジェリア、モロ

ッコ）を除く 49 カ国よりなる地域）。北アフリカを含むアフリカ大陸全体をさす場合は、「アフリカ（北アフリ

カを含む）」あるいは「アフリカ大陸」とする。文脈の関係で特にサハラ以南のアフリカであることを強調する

場合は「アフリカ（サブサハラ）」とする。 
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1. アフリカ開発の長期見通しと課題 

【要約】 

① アフリカの貧困人口率は 1990 年代より着実に減少し続けているが、現在の貧困削減のペースでは、

SDGs、世銀 Twin Goals、Agenda 2063 などが掲げる 2030 年までの貧困終焉目標は達成困難であ

り、さらなる貧困削減の加速化が必要。 

② 経済成長が所得格差を是正する「トリックルダウン」が自然発生することは必ずしも期待できず、

「包摂的な成長」を促すために何らかの政策介入が必要。 

③ 今後、貧困削減が全体として進むにつれて、課題は、脆弱国における貧困削減及び Chronic Poor

への取り組みにシフトしていくことが予想される。 

④ アフリカの人口は引き続き増加し、2050 年には 20 億人に達すると見込まれる。この豊富な人的資

本の開発、人口構造転換、雇用創出が必要である。 

 

(1) アフリカの貧困削減と貧困人口 

 

World Bank (2015e) によれば、アフリカの貧困人口率1（全人口に対する貧困人口の割合）は、1990 年

の 56％より 2012 年には 43％に低下した2。一方、貧困人口は、2000 年代半ば以降は低下に転じているが、

2012 年の水準（3.30 億人）は 1990 年（2.80 億人）より増加している。また、アジアの 1990 年代～2000

年代の貧困削減に比べペースは緩慢である。 

 

図 1：アフリカと他の地域の貧困人口率の推移（1990～2012 年） 

 

（出典：World Bank (2015e)） 

                                                   
1
 世界銀行は、2008 年より「1 人・1 日当たりの収入が 1.25 米ドル以下の所得階層」を「貧困層」と定義し、

その基準が国際社会にて広く用いられてきたが、2015 年 10 月、世界銀行はその基準を「1.25 米ドル以下」から

「1.90 米ドル以下」に変更した。本論での「貧困人口」「貧困人口率」などの定義及び分析は、このような世界

銀行の定義及び分析に基づく。 
2
 本論での貧困人口・貧困人口率は World Bank（2015e）を典拠とする。なお、アフリカ各国政府の統計の未整

備・精度の低さなどにより推計にはばらつきあり、World Bank（2015e）では、家計所得調査の改善（特にナイ

ジェリア）により、貧困人口率が下振れする可能性（2012 年時点で 43％⇒37％）も指摘されている。 
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このように貧困人口は低下傾向だが、Centennial Group International and JICA (2014) によるシミュレー

ション（図 2）によれば、これまでの貧困削減のペース（Business-as-usual Scenario）では、2030 年時点

での貧困人口率は 25％、貧困人口は現在のレベル（4 億人弱）前後と見込まれている。 

また、同シミュレーションでは Downside Scenario として一次産品価格の下落が発生した場合を想定し

ており、2014 年以降は、Downside Scenario として予測されている貧困人口率の高止まり・貧困人口の増

加を辿っている可能性も考えられる3。 

 

図 2：アフリカの貧困人口率予測（2010～2060 年） 

  

（出典：Centennial Group International and JICA (2014)） 

 

また、World Bank (2014) の予測でも、2030 年時点でのアフリカの貧困人口率は 23.6％、貧困人口は 3.34

億人とされている（表 1、赤線枠内）。このように、SDGs、世銀 Twin Goals に掲げられている 2030 年ま

でのアフリカでの貧困削減・撲滅目標4は現状では達成困難と考えざるを得ず、さらなる貧困削減の加速化

が必要である。 

 

 

 

 

 

                                                   
3 図 2 の Downside Scenario では、アフリカの交易条件の変動について、2015 年以降「5 年間 15％下落⇒

10 年間回復⇒5 年間 15％下落⇒10 年間回復⇒…」という変動を仮定している。この場合、貧困人口は現在

の 4 億人弱から 2030 年には 5 億人弱、2050 年には 7 億人へと増加すると予測している。なお、World Bank 

(2016a)は、2014 年以降の一次産品下落によりアフリカの交易条件が 15.76％下落したと分析しており（表

7、P.29）、ちょうど図 2 の Downside Scenario の仮定と符合している。 
4
 SDGs 目標 1.1「2030 年までに、現在 1 日 1.25 ㌦未満で生活する人々と定義されている極度の貧困をあらゆ

る場所で終わらせる」、世銀 Twin Goals「一日に 1.25 ㌦未満で生活する人々の割合を 2030 年までに 3 パーセン

トに減少させる」。なお、Agenda 2063 でも達成期限は提示していないが、貧困撲滅を目標としている。「生産能

力（技術と資産）への投資強化、収入増加、雇用創出、生活必需品の供給を通じ、今後数十年間で貧困を撲滅

（eradicate）する」 



7 

 

表 1：アフリカと他の地域の貧困人口率・貧困人口比較（1990～2030 年） 

 

（出典：World Bank (2014)）（赤枠線は筆者：本文中で言及した数字） 

 

国別に見た場合は、下図 3 のとおりり、ブルキナファソ、エチオピア、ガンビア、マラウイ、ニジェール

などの最貧国を中心に大幅な貧困削減（20～30％強）を達成している一方、ケニア、ザンビア、ナイジェ

リア、モーリタニアでは貧困は増加している。特にケニア、ザンビアは 20％前後の増加と突出している。 

 

図 3：アフリカ各国の貧困人口の変化率 
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（出典：AfDB, AU, UNDP, UNECA (2015)） 

 

(2) 貧困削減、経済成長、所得格差 

 

このように、アフリカの貧困削減は、2000 年代以降の経済成長とともに進捗しているが、1990 年代以降

のアジアの経済成長が急速な貧困削減を伴い、MDGs の貧困削減目標の達成に大きく貢献したのに対し、

アフリカの貧困削減のペースは緩慢であり、その加速化が必要である。 

そのためには何が必要であろうか。まず考えられるのは経済成長の加速化である。2000～2014 年のアフ

リカの一人当たり GDP の成長率 2.09％に対し、同時期の東アジア・太平洋地域のそれは 7.71％であり、ア

フリカの経済成長加速化の余地は大きい。 

また、図 2 のアフリカの貧困削減シミュレーションにおいても、アフリカの経済成長がより加速化する

Convergence Scenario5によれば、2030 年時点で貧困人口率 15％、貧困人口 2 億人強と予測されており、

アフリカの貧困削減の加速化は可能と考えられている。 

 

アジアの経済成長が急速な貧困削減を伴ったのは、単に成長率が高かっただけではなく、労働集約的な産

業（主に製造業）をリーディングセクターとして幅広い雇用を創出することで、農業から労働集約的な産業

への労働力移動を促すとともに、生産性の向上により一人当たり所得が増加するというアジア型の産業開発

モデルを確立・普及したことによると考えられている。 

一方、アフリカの 2000 年代以降の経済成長においては、経済構造の多様化は進まず、むしろ一次産品へ

の依存は強化され（福西（2016））、労働集約的な産業を成長のエンジンとして貧困削減を加速化するとい

うアジア型の産業開発モデルは、アフリカでは実現するに至っていない。このような課題にいかに対応すべ

きかについては次の第 2 節で検討する。 

 

このように、アフリカの貧困削減のために、成長は不可欠な必要条件であるが、しかしそれは十分条件で

はない。以下では、World Bank (2015e) に基づき、国別に見た場合のアフリカの経済成長と所得格差（ジ

ニ係数）の関係を見ていきたい。 

まず、一人当たり GDP とジニ係数の関係は、一人当たり所得の増加に伴って当初ジニ係数も増加（格差

が拡大）するが、ある時点より「トリックルダウン」（経済成長の果実が低所得層に均霑する）が生じ、ジ

ニ係数は減少（格差が縮小）すると予想されている（いわゆる「クズネッツ曲線」）。しかし、アフリカにお

いては一人当たり GDP とジニ係数の間にそのような関係は見られない。 

 

 

 

 

 

                                                   
5
 同シナリオは、アフリカ各国を 4 グループに分けて、全要素生産性の伸び率及び一人当たり GDP 成長率を、

以下の通り仮定・シミュレーションしたもの。①Converging countries（4 カ国）：全要素生産性（TFP）成長率

が米国の長期水準を 1％上回り、今後も 3.5％以上の一人当り GDP 成長率が見込まれる、②Early convergers（15

カ国）：TFP 成長率が 1％を超えており、2010 年代に上記①に加わる、③Late convergers（15 カ国）：TFP 成長

率が 1％以下であるが、2020 年代に Converging countries に加わる、④Fragile countries（20 カ国）：アフ開銀

及び世銀により脆弱な状況(fragile situations)と分類される場合、TFP 成長率を‐0.5％と仮定。 
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図 4：アフリカ諸国における一人当たり GDP とジニ係数の関係 

 

（出典：World Bank (2015e)） 

 

一方、アフリカの半数程度の国では、経済成長とともに所得格差が縮小する「トリックルダウン」現象が

発生していると考えられる（図 5 の左半分の国々、ブルキナファソ、シエラレオネ、タンザニアなど））が、

これらの国々の間で資源依存度や所得水準などの点で共通のパターンは認められない（World Bank (2015e)）
6。なお、アフリカ全体を対象としてみた場合は、格差は拡大傾向（ジニ係数：0.52 (1993) ⇒0.56 (2008)）

であり、国同士の間での経済格差（一人当たり GDP の格差）が拡大していると考えられる。 

 

図 5：アフリカ各国のジニ係数の年変化率 

 

（出典：World Bank (2015e)） 

 

また図 6 によれば、貧困削減が格差縮小をもたらすという関係は認められないが、格差縮小はほぼ例外な

く7貧困削減をもたらしている。したがって、経済成長・貧困削減とは別の課題として、格差縮小に取り組

む必要があることを示している。すなわち、経済成長の加速化とともに、成長の果実が貧困層を含む社会の

幅広い階層に共有される「包摂的な成長（Inclusive Growth）」の実現のためには、格差縮小のための何らか

                                                   
6 World Bank (2015e) によれば、このような所得格差の動向は、アジア（所得格差が拡大傾向）、中南米（所

得格差が縮小傾向）とも異なるアフリカ独自の傾向であり、何がしかのアフリカ特有の要因があるものと考

えられる。 
7
 例外はマダガスカルのみ。ジニ係数は大きく低下（－4 ポイント）する一方、貧困率は上昇（＋2 ポイント）

しており、経済水準が全体として低下する中で所得水準の平等化が進んだものと考えられる。 
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の政策介入が必要と考えられる。 

 

図 6：アフリカ各国における所得格差と貧困削減の関係 

 

（出典：World Bank (2015e)） 

 

さらに貧困削減の傾向をアフリカ各国のグループ別に分析すると（図 7）、脆弱国（世界銀行の定義では、

①世界銀行のガバナンス指標である CPIA が 3.2 以下、②国連・AU の平和構築・平和維持ミッションが過

去 3 年間に駐留、のいずれかを満たす国）8では貧困人口率が 15％増加（その他の国は減少）しており、特

に脆弱国における貧困削減が大きな課題である。 

 

図 7：アフリカ各国グループ別の貧困人口率の変化 

 

                                                   
8
 「Harmonized List of Fragile Situations FY15」には、アフリカでは以下の国が含まれている。ブルンジ、中央

アフリカ、チャド、コモロ、コンゴ民、コートジボワール、エリトリア、ギニア・ビサオ、リベリア、マダガス

カル、マリ、シエラレオネ、ソマリア、南スーダン、スーダン、トーゴ、ジンバブエ、リビア。なお、JICA で

は「脆弱国」というグルーピングは行わず、多くの国が「脆弱性」を抱えていると理解している。 
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（出典：World Bank (2015e)） 
 

また、貧困層は、貧困層に止まり続けている階層（Chronic Poor）、貧困層から抜け出る階層（Upwardly 

mobile）、非貧困層から貧困層に陥る階層（Downwardly mobile）の 3 つの階層に分けられる。図 8 によれ

ば、アフリカの人口の 35％程度が Chronic Poor であり、コンゴ民やマダガスカルでは Chronic Poor が全人

口の 7 割以上を占めている。今後、貧困削減が進むとともに、Chronic Poor への取り組みが重要になって

くる。 

 

図 8：アフリカ各国における Chronic Poor の割合 

 

（出典：World Bank (2015e)） 

 

以上の分析から、アフリカの貧困削減の長期的な趨勢と課題は以下のようにまとめられる。 

① 現在の貧困削減のペースでは、SDGs、世銀 Twin Goals、Agenda 2063 などが掲げる 2030 年までの貧

困終焉目標は達成困難。貧困削減の加速化が必要。 

② 経済成長と所得格差の関係は明確でない。経済成長が所得格差を是正する「トリックルダウン」が自然

発生することは期待できず、何らかの政策介入が必要。 

③ 今後、貧困削減が進むとともに、脆弱国における貧困削減及び Chronic Poor への取り組みが重要とな

ろう。 

 

(3) アフリカの人口構造、人口ボーナス、人口構造転換 

 

United Nations（2015b）によれば、アフリカ（サブサハラ）の人口（2015 年）は 9.62 億人、人口増加

率（2010～2015 年）は年 2.71％である。国連（2015）の中位推計によれば、アフリカ（サブサハラ）の

人口は 2030 年に 13.96 億人、2050 年に 21.23 億人に達する見込みである（ノート（1）参照）。 

 

アフリカの人口構造は徐々に多産多死のピラミッド型から、多産少死の玉ねぎ型へと移行しつつある（下
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図）が、人口が安定するのは 2100 年（40 億人、人口増加率 0.74％）ごろと見込まれている（United Nations 

(2015b)）。 

 

図 9：アフリカの人口ピラミッドの変化（2010 年⇒2060 年） 

 

（出典：World Bank (2015b)） 

 

今後、アフリカの若年人口（15～24 歳）は増加を続け、2020 年までに中国、2030 年までにインドを上

回る見込みである。また、アフリカの労働市場には、現在、年間 1800 万人の新規労働力が参入している（IMF 

(2015) ）が、アフリカの人口に占める生産年齢人口（15～65 歳）の割合も増加し、2085 年には全人口の

3 分の 2 が生産年齢人口となる見込みである（図 10）。 

 

図 10：アフリカ（サブサハラ）における人口構造の変化（1950 年～2100 年）  

 

（出典：IMF (2015) ） 
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このような若年人口、生産年齢人口の増加は、労働力の増加による経済成長の押し上げ要因となるととも

に、子供及び高齢者といった働き手に収入を依存する人口（従属人口）の生産年齢人口に対する割合が低下

することにより、貯蓄率の増加を通じて国内投資の増加をもたらす効果が期待される。これらのマクロ経済

的な効果は「人口ボーナス」（Demographic Dividend）と呼ばれている。 

World Bank (2015b) によれば、図 11 のとおり、東アジアにおいては、1980 年代以降の高度成長期と人

口ボーナス期（1975 年～2010 年）がほぼ合致しており、人口ボーナスによる押し上げ効果はこの期間の経

済成長の 3 分の 1 に達するとしている。一方、アフリカ（サブサハラ）については人口ボーナス期が 1990

年から 2080 年まで長期間にわたりなだらかに継続すると見込まれている。 

 

図 11：東アジア、南アジア、サブサハラ・アフリカにおける 

従属人口に対する生産年齢人口の割合の変化（1950～2010 年） 

 

（出典：World Bank (2015b)） 

 

このような人口ボーナスによる成長率の押し上げ効果は、アフリカ（サブサハラ）では 1980 年代半ば以

降プラスに働いており、2005 年～2010 年の一人当たり所得の年平均成長率（2％弱）のうち 6 分の 1 程度

が生産年齢人口率の増加によるものと考えられている（World Bank (2015)） 

 

図 12：アフリカの一人当たり所得成長率における生産年齢人口増減の割合 
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（出典：World Bank (2015b)） 

 

World Bank (2016d)によれば、アフリカ（北アフリカを含む）のほとんどの国（モロッコ、チュニジア、

モーリシャスを除く）は、人口ボーナス前（Pre-dividend）あるいは人口ボーナス前期（Early-dividend）に

該当している（図 13）。 

 

図 13：アフリカ（北アフリカを含む）各国の人口構造転換段階 

  

（出典：World Bank (2016d)） 

 

Pre-dividend 国は、合計出生率が 4 人以上で人口増加率・従属人口率が高く、人口構造転換の進展と人口

ボーナス発生のための政策努力、具体的には人間開発の促進による出生率の低下が求められる。Early- 

dividend 国は、合計出生率が 4 人を下回って生産年齢人口率が上昇しつつあり、人口ボーナスの利益を獲得

するための政策努力、具体的には雇用創出が求められる（表 3）。 

 

表 3：人口構造転換の段階に応じた政策の優先順位 
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（出典：World Bank (2016d)） 

 

このような人口ボーナス期の到来は、アフリカにとって大きなチャンスである。人口ボーナス期の到来に

伴い増加する若年労働力を、低生産性・低賃金の自給自足的農業とインフォーマルセクターにより吸収する

のではなく、フォーマルセクターにおける生産性の高い仕事に就かせることが、アフリカの大きな課題であ

る。（World Bank (2015b) ） 

アフリカの雇用の 8 割以上が低生産性・低賃金の自給自足的農業とインフォーマルセクターに吸収されて

おり、若年労働力の増加及び農村から都市への労働力移動へのバッファーとして機能しているが、極めて低

生産性・低賃金労働である。このような労働市場の構造転換を図ることが、人口ボーナスの活用にとって必

要である。（Kobe University and JICA (2013), Yoshizawa (2013a)） 

一方、人口ボーナスはチャンスであるととともにリスクでもある。例えばエジプトでは、人口転換が進行

する一方で経済構造転換が進まず、十分な若年雇用を創出する産業育成が遅れたことが「アラブの春」の一

因と考えられている（Murata (2014)）。 

このような人口ボーナスによるメリットをより早期に・効果的に享受し、経済成長と貧困削減を加速化す

るために、出生率の低下を通じた人口構造転換を促進することが考えられる。World Bank（2015b）は、ア

フリカ（サブサハラ）の人口転換促進政策として、①乳幼児死亡率の低下、②女子教育の普及、③家族計画

の普及（避妊手段の普及を含む）が重要として推奨している（詳細はノート（1）参照）。 
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2. アフリカの経済構造転換に向けて 

【要約】 

① 就業人口の大多数が就労する農業セクターの生産性の向上に加え、アフリカ経済が低生産性セクター

（農業（Agriculture）、商業（Trade））での雇用吸収から脱却し、より生産性が高く幅広い雇用を創出

するセクターへと経済構造が転換するよう、何らかの政策的介入・誘導が必要と考えられる。 

② エチオピア、ガーナといった例外もあるが、概して生産性（の低さ）に比して労働コストが（他の地域

に比して）相対的に高い。 

③ 鉱業・農業中心の経済構造からの転換・多様化が盛んに議論されているが、育成すべき産業、あるいは

将来有望な産業についての議論の焦点は定まっていない。 

 

(1) 構造転換と労働生産性 

「構造転換 (Transformation)」は、アフリカ開発のキーワードとして、2000 年代以降の主要な政策文書

に頻出している9が、アフリカの「構造転換」を本来の意味10であるセクター間労働移動と労働生産性の観点

から分析することにより、明確な定義づけを行ったうえでの議論が必要であろう。ここでは、いくつかの研

究成果をもとに、構造転換の定義づけと政策的含意の抽出を試みたい。 

 

de Vries, Timmer, and de Vries, (2013) 及び Page（2015b）により、アフリカ経済のセクター間労働移動

と労働生産性の変化を見ると、1990 年及び 2010 年時点で他のセクターより突出して労働生産性の低い農

業（Agriculture）の労働力シェアが大きく低下（61.6％⇒49.8％）する一方、運輸・商業・物流業（Distribution 

service）の労働力シェアが大きく増加（11.4％⇒20.1％）しており、農業から運輸・商業・物流業に労働力

のほぼ 10％が移動したこととなる。 

2010 年時点で、運輸・商業・物流業の労働生産性（全労働平均の 150％）は、農業の労働生産性（全労

働平均の 40％）の 4 倍近い高さであるので、このような労働力移動はアフリカ経済全体の労働生産性を高

めている一方、運輸・商業・物流業の労働生産性は全労働平均の 270％(1990)から 150％(2010)へと低下し

ており、全付加価値合計に対する割合も 22.7％(1990)から 25.4％(2010)へと、農業の落ち込み分（24.9％

(1990)⇒22.4％(2010)）をほぼカバーしているにすぎない。 

また、鉱業（Mining）及び金融・ビジネスサービス業（Fin. and bus. ser.）の生産性が突出して高いが、

鉱業では雇用全体に占める比率が低下し（1.5% (1990) ⇒0.9% (2010)）、GDP に占める割合も低下してい

                                                   
9
 例えば、以下の政策文書の本文の重要箇所やサブタイトルを参照。 

• Agenda 2063: “We are determined to (中略) build shared prosperity through social and economic 

transformation of the continent” 
• Common African Position on the Post-2015 Development Agenda: “Pillar One: Structural Economic 

Transformation and Inclusive Growth 
• AfDB’s Strategy 2013-2022: “At the Center of Africa’s Transformation” 
• World Bank: Africa’s Infrastructure “A Time for Transformation” 
• PIDA: Interconnecting, integrating, and transforming a continent 
• UNECA: Industrializing for Growth, Jobs and Economic Transformation 
10

 「構造転換」（Structural Transformation、あるいは単に Transformation）は、本来、このような低生産性セク

ターから高生産性セクターへの生産要素（特に労働力）の移動による経済全体の生産性向上を意味する経済用語。

但し、国際社会での議論では、広く現状変革的な開発アジェンダを指すことが多く、日本語では「転換」の他に

「改革」「変革」といった訳語もしばしば当てられるが、「構造改革」は財政構造改革や公営事業・企業の民営化

などのニュアンスを含むため、本論では「構造転換」の訳語を充てることとする。 
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る（11.2% (1990) ⇒8.9% (2010)）。 

一方、金融・ビジネスサービス業では雇用全体・GDP に占める割合ともに増加（雇用：1.5% (1990) ⇒

3.4% (2010)）、GDP：5.4% (1990) ⇒8.6% (2010)）しているが、雇用・GDP に占める割合は小さく、アフ

リカ経済全体の構造転換を牽引するには至っていない。 

 

表 4：アフリカにおけるセクター別の付加価値、雇用、生産性の変化（1960～2010 年） 

 

（出典：de Vries, Timmer, and de Vries, (2013), “Structural transformation in Africa: Static gains, dynamic 

losses”）（赤枠線は筆者：本文中で言及した数値） 

 

また、McMilan and Rodrik(2011); McMillan (2013) 及び Page（2015b）（表 5）によれば、労働生産性の

成長率を、①各セクター内部における労働生産性の成長率と、②構造転換（＝セクター間労働移動）による

成長率寄与分、の 2 つの成分に分けた場合、1990 年～2005 年のアフリカの労働生産性成長率（年 0.86％）

は、①が 2.13％に対し、②が‐1.27％となっており、セクター間労働移動は労働生産性成長率にマイナス

に作用している11。 

また、同じデータに基づき Lin (2013) は、1990～2005 年において、アジアのみならずアフリカ・中南米

                                                   
11 de Vries, Timmer, and de Vries, (2013) と McMilan and Rodrik(2011); McMillan (2013) の整合性について

は、農業と運輸・商業・物流業の両セクターの合計でみると、雇用が 73.0％（1990 年）⇒69.9％（2010

年）、全付加価値合計に対する割合が 47.6％（1990 年）⇒47.8％（2010 年）とほとんど変化がないことか

ら、構造転換による生産性向上が見られないとの McMilan and Rodrik(2011); McMillan (2013) の分析と整合

しており、農業から運輸・商業・物流業に移動した労働力の労働生産性は、農業の労働生産性からほぼ変化

がなかったと考えられる。したがって、農業から運輸・商業・物流業への労働力移動は、経済的インセンテ

ィブ以外の要因、例えば、東部・中部アフリカで増加しつつあると考えられる農村部の偽装失業（図 19、

P.23 参照）が、低賃金・低生産性の雇用機会を求めて都市部に移動したことなどが考えられる。 
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ともに、セクター内での生産性は向上しているにも関わらず、アフリカ・中南米とアジアの経済パフォーマ

ンスに大きな違いが出たのは、構造転換（＝セクター間労働移動）の経済成長への寄与度により説明が可能

としている。 

 

表 5：アフリカと他の地域・グループの生産性向上要因の比較 

 

 

（出典：Page (2015b)）（下線は筆者） 

 

このようなアフリカの構造転換を、Page (2015a) は「アフリカの貧しい農業労働者は、都会のサービス

セクターの多少はましな仕事に移ったが、依然として低生産性・低賃金の罠に捉われたままである」と総括

している。このような就業構造を、The Economist (2015) は「Misallocated people」と題して、以下のよ

うに図表化している。 

 

図 14：アフリカのセクター別労働生産性と雇用者数の割合 

 

（出典：The Economist (2015)） 

 

このように、現下のアフリカにおけるセクター間労働移動（＝構造転換）は、経済成長の加速化を推進す

る方向に働いていない。今後の若年人口の増加を考慮すれば、就業人口の大多数が就労する農業セクターの
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生産性の向上が必要だが、それに加えて、アフリカ経済が低生産性セクター（農業（Agriculture）、商業（Trade））

での雇用吸収から早急に脱却し、より生産性が高く幅広い雇用を創出するセクターへと構造転換するよう、

何らかの政策的介入・誘導が必要と考えられる。 

 

(2) 労働市場と労働コスト 

また、日本国内では、アフリカの賃金水準・労働コストがアジアとの比較で相対的に高いことが、アフリ

カの産業、特に製造業の国際競争力を阻害し、農業からサービス業への構造転換を妨げているというアフリ

カ特有の問題を指摘する声が多い。 

例えば、平野（2015）は「近代技術を使わない低投入低収量農業においては、農産物の相対価格はどう

しても高くなる（中略）。高い物価は高い賃金をもたらす。アフリカ諸国の製造業平均賃金もまた、アジア

諸国のそれより常に高めである。つまり、アフリカには“安くて豊富な労働力”がなく、東アジアを発展さ

せた労働の比較優位が存在しないのである」と主張している12。 

また、JETRO が、アフリカ 6 カ国（エジプト、ケニア、コートジボワール、ナイジェリア、南アフリカ、

モロッコ）を含む世界各国の賃金水準や家賃などの投資コストを比較した詳細なデータベースを公開してい

る13。しかし、賃金水準には労働生産性が反映されているので、賃金を労働生産性で除した単位労働コスト

（Unit Labor Cost）ベースで比較することが必要である14。賃金水準の単純比較では、正確な意味での労働

コスト比較にはならない。 

 

これまではデータの制約などから厳密な比較分析が困難であったため、「アフリカの賃金水準がアジアと

の比較で相対的に高い」という見解は必ずしも実証されたものではなかったが、近年ようやく、これを裏付

ける実証的な研究結果が出つつある。 

例えば、Gelb et al. (2013) は、世界銀行の Enterprise Survey データベースを用い、サブサハラ 12 カ国
1510,502 社の製造業のデータをアフリカ域外の 13 カ国と比較分析を行っている16。これによれば、サブサ

ハラ 12 カ国の単位労働コストは、域外 13 カ国の水準より概ね高い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
12

 平野は同氏の著作等で同様の見解を繰り返し主張しており、日本国内では通説として定着している感がある。 
13

 https://www.jetro.go.jp/world/search/compare.html 
14

 例えば、A 国の労働者の賃金水準が月 500 ㌦、B 国が月 1000 ㌦、A 国の労働生産性が B 国の 3 分の 1 とすれ

ば、B 国で A 国の 2 倍の賃金（月 1000 ㌦）を払っても 3 倍の仕事をしてもらえるので、B 国で労働者を雇う方

が有利である。 
15

 アンゴラ、エチオピア、ガーナ、ケニア、マリ、モザンビーク、ナイジェリア、セネガル、南アフリカ、タン

ザニア、ウガンダ、ザンビア 
16

 インドネシア、フィリピン、ベトナム、ロシア、トルコ、ウクライナ、アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロ

ンビア、メキシコ、ウルグアイ、バングラデシュ 
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図 15：サブサハラ 12 カ国と域外 13 カ国の単位労働コスト比較 

 

（出典：Gelb et al. (2013) ） 

 

さらに各国ごとの産業構造の違い（企業の規模、業種、資本集約度）によって生じるバイアスを除いて比較

すると、アフリカ企業の労働者一人当たり労働コストは、一人当たり GDP が同一水準の他の地域の国の企

業よりも 80％程度高く（Gelb et al. (2013) ）、単位労働コストで見た場合は 50％程度高いとされている

（Filmer and Fox et al. (2014)）。 

 

一方、Filmer, Fox et al. (2014)によれば、エチオピア、ガーナは、単位労働コストにおいて、新興国（中国、

インド、ブラジル）並みの水準に達しており、製造業による雇用が伸びている。Gelb et al. (2013) も、エ

チオピアは、アジアの低所得国と競争力のある低労働コスト・高生産性を有する、アフリカでは例外的な存

在としている。 
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図 16：アフリカ 7 カ国の製造業雇用者数及び単位労働コストの変化 

 

（出典：Filmer, Fox et al. (2014)）（赤枠線及び下線は筆者） 

 

このような高い労働コストの理由について、Gelb et al. (2013) 及び Filmer, Fox et al. (2014) は、平野 

(2015) が主張する高い食料価格に加え、以下のような複数の原因を列挙している17。 

 インフラの未整備などに起因する高い外部コスト（external costs）のため、生産性の高い企業しか生

き残れない「enclave effect」 

 規模の大きな優良企業ほど、政府当局・労働組合との関係により、高い賃金を払わざるを得ないアフリ

カに広く共通の政治風土 

 一次産品輸出収入による為替レートの過大評価。低所得国の場合、一人当たり GDP が同水準のアジア

の低所得国18よりも 20％のコスト高になっている 

 

このようなアフリカの労働市場の特徴は以下のとおりまとめられる。 

① 製造業を飛ばし、農業からサービス業へと労働力が移動している 

② 一部の業種（鉱業、金融、ビジネスサービス）を除き、生産性が低迷している 

③ セクター間の労働力移動が、経済全体の生産性向上につながっていない 

④ 生産性（の低さ）に比して労働コストが（他の地域に比して）相対的に高い。但し、エチオピア、ガー

ナといった例外もある。 

 

このため、労働コストの優位性が明らかなエチオピアを除いては、アジアの低所得国のように労働集約型

                                                   
17

 一方、労働市場の規制は他の地域と大差ないとして、労働コスト高の原因からは排除している。 
18

 インド、バングラデシュ、ベトナムなど 
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製造業に労働力や資本が集中するという傾向が見られず、労働集約型製造業への投資の政策的誘導などもほ

とんど見られない。 

また、アフリカ経済の将来像について、特に昨今の一次産品価格下落を受けて、鉱業・農業中心の経済構

造からの転換・多様化が盛んに議論されているが、育成すべき産業、あるいは将来有望な産業についての議

論の焦点は定まっていない。 

農業からサービス業への労働移動についても、ルワンダ IT 立国の成功例やインドでの同様の構造転換の

事例を引き合いに、サービス業主体の経済構造への転換に肯定的な見方がある19一方、アジアと同様の労働

集約的製造業の必要性を主張する意見も根強い。 

 

(3) アフリカの農業開発 

アフリカの食糧供給は大幅な食糧輸入に依存しており、その依存度は拡大している。平野（2015）によ

れば、サブサハラ 49 カ国の合計輸拝領は、国別で世界最大の穀物輸入大国である日本の輸入量（年間約 2600

万㌧）を 2002 年に超え、その輸入量は年々増加している。また、北アフリカを含むアフリカ大陸全体では、

同じく 2002 年に東アジア全体の輸入量（年間 5000 万㌧前後）を上回り、2010 年前後には 8000 万㌧を超

えて増加し続けている。 

穀物自給率は 80％程度と推定されており、総人口の 6 割が農村に居住していることから、都市人口（総

人口の 4 割）が必要な食糧の半分は輸入に依存している。アフリカの人口増・都市化の進展を考慮すれば、

今後、都市人口の食糧需要はさらなる増加が見込まれ、食糧増産が急務であることは明らかである。 

 

図 17：アフリカと東アフリカ・日本の穀物輸入の推移 

  

（出典：平野（2015）） 

 

アフリカには未可耕地が広く残されており20、その巨大な農業開発ポテンシャルにも関わらず、このよう

な食糧輸入に依存せざる理由としては、アフリカの農業生産性の停滞を指摘せざるを得ない。1960 年代以

                                                   
19

 例えば、ACET (2014)は、ケニアの地理的位置、教育水準などから、金融、ICT、運輸、EAC 域内輸出向け製

造業をリーディングセクターとして提案している 
20

 McKinsey Global Institute (2010) によれば、全世界の未利用可耕地（9.7 億 ha）の 60％（5.9 億 ha）がアフ

リカに残されている。 
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降、アジアをはじめとする開発途上地域が大きく農業生産性を向上させたのに対し、アフリカ農業の生産性

向上は極めて緩やかである。 

 

図 18：アフリカ及び他地域の穀物生産の土地生産性の変化（1961～2013） 

 

（出典：World Economic Forum (2015)） 

 

この背景として、アフリカの気候や土壌といった自然条件の制約が挙げられることがあるが、過去にジン

バブエにおいて白人農場主による高生産性農業が実現しており（平野（2015））、また、アフリカにおいて

もアジア型稲作技術の導入により「緑の革命」は実現可能であるとの主張もある（大塚（2014））。 

高橋（2014）は、アフリカ（北アフリカを含む）の穀物の土地生産性を地域別に分析している。これに

よれば、アフリカ農業の様相は地域により大きく異なっている。 

 

図 19：アフリカ各地域の穀物の土地生産性の推移 

 

（出典：高橋（2014）） 

 

図 19 によれば、南部アフリカの穀物の土地生産性は、2000 年代後半には 3t/ha 強に達しており、同時期
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の欧州及び南米（図 20 参照）と同程度の高生産性を実現している。すなわち、平野（2015）の指摘は、過

去のジンバブエのみならず、現代の南部アフリカにおいて（程度の差はあれ）広く実現されつつあると考え

られる。一方、東・中部アフリカでは、穀物の土地生産性の増加は僅かに止まる一方、農地面積当りの農民

人口は増加しており、農民 1 人当たりの農業生産性は減少している。 

 

図 20：アフリカ及び他の地域の穀物の土地生産性の推移 

 

（出典：高橋（2014）） 

 

 長年、アフリカはアジアとは異なり、人口に比べて土地が豊富なため、追加的な労働投入により農業生産

高を増加させることは比較的容易と考えられていた（峯（1999））が、東・中部アフリカでの 1980 年代以

降のこのような推移は、むしろ「緑の革命」以前のアジアの状況に近く、アジアの経験に基づけば、東・中

部アフリカでは、「緑の革命」に匹敵する革新的な農業の近代化が求められると考えられる。 

大塚（2014）によれば、アジア型稲作の普及によるコメの生産拡大は、多くのアフリカ諸国で試行・実

証の段階から実施の段階に移行しつつあり、稲作に関してはアフリカにおいても「緑の革命」が進行しつつ

ある。 

また、従来からの主要輸出先である旧宗主国市場や、近年輸出が急拡大している新興国市場のみならず、

自国・域内の都市消費市場に大きなチャンスが眠っており、農業近代化による農業生産性の向上とともに、

市場志向型農業への転換、農村と都市間の物流網・通信インフラの整備、農産物市場の整備21、農業バリュ

ーチェーンの開発などが必要である。さらに、耕作面積拡大の点でもアフリカ農業のポテンシャルは高い22。 

このように、農業開発は、アフリカの食糧安全保障、農村部における貧困削減、経済構造の多様化にとっ

て重要であるが、さらに農業近代化により生じた余剰労働力が、生産性の高い非農業セクターに移動するこ

とで、経済全体の生産性が持続的に向上することが期待される。 

 

                                                   
21

 有本（2015）はマダガスカルのコメ市場における取引の事例研究より、商人と生産者間の取引形態（個人的

信用に基づく直接相対取引、現金決済、全量検査など）による制約を挙げ、アフリカにおける効率的な農産物市

場の整備・形成には、携帯電話による価格情報の伝達だけでは不十分であると報告している。 
22

 脚注 20 参照。 
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(4) アフリカの産業開発・構造転換に関する国内外での議論と論点 

このように、アフリカ経済は 2000 年代以降の成長期において、産業構造転換と農業開発を通じた生産性

向上の証左が少ない。これを成長会計23の観点からみると、2000 年代以降のアフリカ経済の成長は専ら投

資と労働の拡大によるものであり、生産性向上の経済成長への寄与は限定的であったと考えられる。 

アフリカ経済の生産性の推移についての調査分析・データは乏しいが24、世界銀行（2015）によれば、1995

年以降、アフリカ（サブサハラ）の全要素生産性は低下しており、本稿のこれまでの分析と符合している（図

21）。一方、投資の増加は、主に、FDI, ODA, 移民送金などの域外資金・投資の流入増（後述）に25、労働

の拡大は生産年齢人口の増加（前述）に求めることが可能である。 

 

図 21：アフリカにおける全要素生産性の変化（1995～2011 年） 

 

（出典：World Bank (2015f), Regional Update 2015 Africa） 

 

このような状況は、1990 年代半ばにポール・クルーグマンが「アジアの奇跡は幻想」としてアジアの成

長減速を予測した（クルーグマン（1994））状況と類似している。クルーグマンは、当時のアジアの新興工

業国と 1950年代のソ連の経済成長を比較し、双方ともに資本・労働といった投入の増加による成長であり、

技術進歩が伴っていないため、投入の増加に伴って生産効率が漸減し、アジアの成長もソ連と同様に頭打ち

になるだろう、と予測した。 

アジアの新興工業国の場合は、その後、製造業及びサービス業の生産性向上を伴った持続的成長と貧困削

減を達成したが、アフリカも同様の成長経路をたどらなければ、SDGs、Agenda 2063 などの開発目標は達

成困難であろう。アフリカには、豊富な若年労働者が控えており、人口転換に伴う人口ボーナスの発生・国

内貯蓄率の増加も見込まれる。アフリカの貧困削減に資する「質の高い成長」のためには、資本・労働の投

入増加に加え、技術進歩、経営改善などを通じた経済全体の生産性を向上させる必要性が高い。 

                                                   
23

 成長会計とは、GDP 成長率を、資本（投資）、労働、総要素生産性（技術進歩）の 3 つの要素の寄与度に分け

て分析する手法である。 
24

 米国の民間シンクタンクである The Conference Board が公開している Total Economy Database より、1990

年以降のアフリカ（サブサハラ）の全要素生産性の推移がダウンロード可能（下記 URL）。これによれば、アフ

リカの全要素生産性は、2000 年～2007 年まで上昇、2008 年以降は低下に転じており、図 21 とは異なる動向を

示している（https://www.conference-board.org/data/economydatabase/）。なお、アフリカの全要素生産性に関

するデータを公開している機関は、The Conference Board 以外に見当たらない。 
25アフリカ（サブサハラ）の国内貯蓄率は 1990 年代以降 15～20％の間で停滞している。図 43 参照。 
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このような生産性の向上・底上げを伴うような経済開発のあり方について、アジアの低所得国の多くの国では

輸出指向型・労働集約型製造業を中核とする産業開発が定着しているが、アフリカの産業開発・構造転換の方向

性は、国内外で幅広い議論・研究が行なわれているにもかからわず、必ずしも定まっていない。 

Page (2015)、Stiglitz, Lin, Chang et al. (2013)、UNECA (2016) は、アフリカにおいても、労働集約型製

造業による雇用創出と生産性向上が必要かつ可能であると主張している。一方、アフリカの製造業は 1990

年代以降 GDP に対する割合が低下しており、このような傾向を反転させるためのアプローチについては、

インフラ整備、人材育成、ビジネス環境整備、Global Value Chain への参入、特定産業の保護・育成まで、

論者により幅広く様々な政策手段が提案されている。 

Chang (2015)は、「アフリカにおける産業化は、アフリカ固有の構造的な要因により難しい」という伝統

的な「アフロ・ペシミズム」について、その根拠と考えられる要因（気候・風土、地理、歴史、文化、資源

の呪い、政治権力・統治構造、行政能力の欠如、国際的な貿易・投資自由化の進展）の逐一について検討を

加え、極めて偏った部分的な（highly biased and partial）見方として批判している。 

African Center for Economic Transformation (ACET) (2014)は、①労働集約型産業、②農産物加工・フー

ドバリューチェーン、③鉱産物バリューチェーン、④観光業の 4 分野を、アフリカの有望なリーディングセ

クターとして設定しつつ、調査対象 15 カ国の状況に応じて、国ごとに産業開発のメニューを提示するとい

うアプローチをとっている。 

World Economic Forum (2015) は、de Vries, Timmer, and de Vries, (2013) などを引用しつつ、アフリカ

における農業からサービスへの労働力移動がアフリカ経済全体の生産性向上をもたらしておらず、金融・ビ

ジネスサービス業が GDP・雇用において重要な割合を占めているのは一部の先進国に過ぎないこと、GDP

に占める製造業の割合がアフリカの 11％に対しインドでは 20％に達しており、インドでも農業から製造業

への構造転換が進んでいることなどを指摘し、アフリカでも製造業も含めた幅広い分野での生産性向上が必

要と提言している。 

日本国内に目を転じると、平野 (2015) は、歴史的に全ての経済発展プロセスにおいて近代農業革命が産

業革命に先行しており、農業近代化による食糧増産による食糧価格の引き下げによる労働コストの低減と、

農村から都市への労働力の供給増加を、産業化の前提条件として主張している。 

大塚（2014）は、アジア型水田稲作による農業開発、カイゼンなどの経営者教育による産業開発などの

事例を踏まえ、アジアの開発経験を踏まえ、アフリカの環境・状況に適した技術の開発・導入・普及と、イ

ンフラ開発、人材育成、資金支援を、適切な手順を踏んで順次実施する、日本独自の「開発戦略」を提言し

ている。 

大野（2013）は、アジア各国政府による産業政策の経験及び自身が参加したベトナム政府及びエチオピ

ア政府との産業政策対話の経験を踏まえ、途上国の経済開発において、市場メカニズムだけでは達成できな

い政府が果たすべき役割の一つとしての産業政策の重要性を確認の上、産業政策の形成と実施の実践的な方

法論を提言している。 

福西（2016）は、特定産業の育成と産業構造多様化のために政策介入が必要だという点で衆目が一致す

る一方、育成すべき産業や政策手段についての政策論として議論が深まっているとは言えず、産業構造の多

様化というコンセプトを具体的な政策として反映させることが産業政策の最大の課題である、と総括してい

る。 

 

JICA は、これらの議論・研究に関し、Stiglitz, Noman et al. (2015)、大塚（2014）、大野（2013）のベー
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スとなる調査研究、政策対話、開発支援を実施し、その成果を TICAD などの場を通じて発信することで、

アフリカの構造転換・産業開発・農業開発に関する議論に貢献している。 

これら一連の取り組みは、TICADIV (2008) におけるイニシアチブ（CARD、カイゼン）及びサイドイベント

（アフリカ開発とアジアの成長経験）を起点とし、アジアの開発経験と政府の役割を重視する点で一致している

ことが特徴的である。また、必ずしもワシントン・コンセンサスに対峙するスタンスを取るものではないが、

かつて、構造調整政策が政府の機能・役割を必要以上に制限しようとしたことには反省を促すものと言えよ

う。 
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3. TICADV 以降のアフリカ経済社会の変化と、外的ショックに対するレジリエンスの強化 

【要約】 

① 原油価格、一次産品価格の下落などにより、短期的にはアフリカ経済は産油国、資源輸出国を中心に調

整局面を迎えているが、この調整局面を乗り切れば、中期的な見通しは良好（favorable）である。 

② したがって、アフリカ各国は必要かつ可能な範囲で中長期的な開発課題（インフラ整備など）への取り

組みを続けるとともに、経済多様化への取り組みを一層推進するべき。 

③ アフリカへの資金フローは 2000 年代半ば以降急拡大してきたが、一次産品価格下落に加え、ドル金利

の上昇、アフリカ向けリスクプレミアムの拡大など、国際金融市場でのこれまでの有利な資金調達環境

は変化しており、多くの国で政府債務が拡大している。 

④ 新興国、特に中国との経済関係は大きな転機を迎えており、今後のアフリカ経済に与える影響が注目される。 

⑤ エボラ出血熱流行は、アフリカにおける国際的な感染症対策の難しさとともに、アフリカ保健システムの脆

弱性を改めて現前させ、「強靭な保健システム」構築の必要性が認識されつつある。 

⑥ 暴力的過激主義の根本原因（Root causes）への開発援助によるアプローチとしては、(1)統治が及ばない国

境辺境地域におけるコミュニティレベルでの基礎的な行政サービスの普遍的な実施、(2)貧困や失業を緩和す

る包摂的な成長、(3)汚職防止・政治的自由・人権などを尊重するグッド・ガバナンスが重要と考えられるが、

さらなる調査分析や事業評価のフィードバックを踏まえた見直しが必要である。 

 

(1) 原油価格・一次産品価格の下落、今後の成長見通し 

 

2000 年以降のアフリカの経済成長は、経済改革、債務削減、多くの内戦・紛争の終結、治安の安定など

の様々な要因の産物であり、アフリカ各国と開発パートナーによる様々な開発努力が大いに貢献したことは

言うまでもない。 

特に 2000 年以降の原油をはじめとする一次産品価格の上昇と高値安定が、産油国・非産油国を問わず多

くのアフリカ各国の経済成長にプラスに働き、一貫して 4％以上の成長率を続けてきた。 

ところが、2014 年秋以降の原油価格下落を機に、エネルギー・資源価格に加え、多くの農産物価格も下

落に転じ26、アフリカ経済は 2015 年には 3.4％に減速し、2016 年も 3.0％に止まると予測されている（IMF 

(2016a)）。さらに、2016年 7月の IMF World Economic Outlook Updateによれば、2016年の成長率は 1.6％、

2017 年は 3.3％にそれぞれ下方修正された（IMF (2016b)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
26

 IMF (2016) によれば、紅茶とカカオは価格が上昇しており、ケニア、コートジボワールなどの経済好調の要

因となっている。 
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表 6：アフリカの実質 GDP 成長率の変化（2004～2017 年） 

 

(出典：IMF (2016a)) 

 

但し、その影響の度合いは国により大きく異なる。一次産品価格下落では、産油国とともに金属資源輸出

国も影響を受けたが、石油輸入国であるケニア、セネガル、コートジボワールなどは持続的な成長を継続し

ている（IMF (2016a)）。 

World Bank (2016a) による交易条件に関する分析によれば、アフリカにおける農産物及び金属資源

（Metals and Minerals）の交易条件の変動は小さい一方、エネルギーの交易条件は大幅に悪化しており、エ

ネルギー輸出国が最も大きな影響を受けている。 

 

表 7：アフリカ各国・グループ別における交易条件の変化 

（2014 年 6 月から 2016 年 2 月までの変化率） 
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（出典：World Bank (2016a)） 

 

図 22：アフリカ各国における交易条件の変化 

（2014 年 6 月から 2016 年 2 月までの変化率） 

 

（出典：World Bank (2016a)） 

 

このように、短期的にはアフリカ経済は産油国、資源輸出国を中心に調整局面を迎えており、IMF (2016a) 

はこれらの国に対し、為替レートの柔軟化、税収の強化、財政支出の見直しなどを推奨するとともに、この

調整局面を乗り切れば、中期的な見通しは良好（favorable）であり、必要かつ可能な範囲で中長期的な開

発課題（インフラ整備など）への取り組みを続けるとともに、経済多様化への取り組みを一層推進するべき

としている。 

 

(2) アフリカへの資金フローの拡大と今後の見通し 

 

域外からアフリカ（サブサハラ）への民間資金フロー27は、2000 年以降、ODA、FDI ともに流入が拡大

している。特に 2007 年以降は、ODA が 2005 年の債務削減合意直後に増加して以降は横ばい傾向なのに対

し、民間資本及び移民送金（Remittance）の流入が拡大し、アフリカへの資金流入額は 2004 年以前の 400

億㌦以下から、2007 年以降は 1000 億㌦前後に急増している（SY and Rakotondrazaka (2015)）。 

 

                                                   
27

 北アフリカも含むアフリカ大陸全体への資金フローの動向・分析については、African Economic Outlook 2016 

(AfDB, OECD, UNDP (2016))を参照願いたい。 
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図 23：アフリカ域外からアフリカへの資金フローの変化（1990～2012 年） 

 

（出典：Sy, Amadou N.R., and Fenohasina Maret Rakotondrazaka (2015)） 

 

また、1990 年代よりより国際金融市場に参加していた南アフリカに加え、近年はアフリカ各国政府による

外貨建債券の発行による国際金融市場からの資金調達が行われており、2013 年以降は毎年 50 億㌦を超え

る資金を国際金融市場より調達した。 

 

表 8：アフリカ各国政府・外貨建て債券発行による資金調達実績（2009～2014 年） 

 

（出典：World Bank (2015c)） 

 

しかし、これらの好調だった民間資金フローを巡る環境も大きく変化したと考えられる。FDI については、

その多くが石油・ガスをはじめとするエネルギー・資源開発向けと考えられるが、2014 年以降、全世界に

おけるエネルギー・ガス開発投資は減少傾向にあり（図 24）、G7 エネルギー大臣会合（2016 年 5 月、北九

州市）共同声明では、官民による継続的なエネルギー・インフラへの上流投資の重要性が強調された。 
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図 24：世界の石油・ガス開発投資の推移（全世界向け：2005～2016 年） 

 

（出典：Briol (2016)、G7 エネルギー大臣会合（2016 年 5 月 1～2 日、北九州市）における国際エネルギー

機関（IEA）Fatih Birol 事務局長プレゼンテーションより抜粋） 

 

また、債券発行については、米ドル金利の上昇に加え、一次産品価格下落に伴いリスクプレミアムが上昇

しており、2015 年春以降はアフリカ各国政府債券の市場金利が、資源国・非資源国を問わず急上昇してい

る（IMF (2016a)）。 

 

図 25：新興国とアフリカ 8 カ国の国際金融市場におけるスプレッドの変化（2014 年 1 月～2016 年 3 月） 

 

(出典：IMF (2016)a) 

 

また、インフラ開発に必要な資金調達などのため、資源国・非資源国を問わず政府債務が増加しており、

IMF による低所得国対象の債務リスク評価（Status of Risk of Debt Distress for LICs）において、アフリカ

各国の評価は徐々に低下の傾向にある。 
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図 26（左）：アフリカ及びアフリカ各国グループ別の公的債務比率（対 GDP）の変化（2010～2015 年） 

図 27（右）：アフリカ低所得国の債務リスク評価の変化（2010～2015 年） 

 

(出典：IMF (2016a))    (出典：IMF (2016a)) 

 

このような 2000 年代半ば以降の資金フローの拡大と並行して、非合法な資金取引によるアフリカ域外へ

の資金流出（Illicit Financial Flows: IFF）も拡大している。High Level Panel on Illicit Financial Flows from 

Africa (2015) によれば、2000 年代半ば以降、非合法なアフリカ域外への資金流出は 600 億㌦～1000 億㌦

程度に上っており、これは、統計的に把握されている 2007 年以降のアフリカへの資金流入額（1000～1200

億㌦、前出）の 6～8 割に匹敵する。 

このような IFF の域外流出の抑制・防止には、経済犯罪としての取り締り強化に加え、域内の資本市場整

備などを通じ、このような余剰資金をインフラ開発などの域内開発案件に有効に振り向けるための制度・環

境整備が必要である。 

 

図 28：アフリカ域外への非合法な資金の流出の変化（1970～2009 年） 

 

（出典：High Level Panel on Illicit Financial Flows from Africa (2015)） 

 



34 

 

(3) 新興国との経済関係28 

 

2000 年以降一次産品価格上昇の背景には、中国を初めとする新興国の成長があるが、特に中国がアフリ

カの資源確保（主に原油、金属鉱物）を重視したことが、アフリカにとっては重要であった。 

中国～アフリカ貿易は 2000 年以降爆発的に増加し、2000 年以降の 15 年間で 100 億㌦/年⇒2200 億㌦/

年（22 倍）、アフリカの貿易額合計における対中国貿易の割合は 3.8％⇒20.5％に増加し、2012 年以降、国

別の貿易額で中国はアフリカ最大の貿易相手国となった29。 

また中国は、アフリカからのエネルギー・資源の開発・輸入に止まらず、中国からアフリカへの輸出、援

助、投資も大幅に拡大しており、2000 年以降の中国アフリカ協力フォーラム（FOCAC）の開催30もテコに、

アフリカとの経済関係を重層的に拡大している。 

また、中国のみならず、インド、ブラジルとの経済関係も発展しており31、インドは国別の輸出額で、中

国、米国に次ぐ 3 番目の輸出先国となっている。インドは、FOCAC, TICAD などと同様のアフリカとの首

脳レベルによる India Africa Forum Summit（IAFS）を開催している。 

 

図 29：アフリカからの輸出額（輸出先別）の変化（2000～2012 年） 

 

（出典：ACET (2014)） 

 

このように新興国との経済関係が発展する一方、一次産品価格下落と軌を一にして新興国経済の成長が減

速し、アフリカ経済にも影響をもたらしつつある。 

IMF (2016) によれば、2000 年以降ほぼ一貫して続いていたアフリカの対中国貿易黒字が、2015 年から

は赤字に転落し、その赤字幅は早くも月 20 億㌦（貿易黒字のピーク時（40 億㌦）の半分）に急拡大してい

る。その背景としては、エネルギー・資源価格の下落、中国経済の「新常態」（New Normal）への移行に伴

うエネルギー・資源需要の低迷に加え、中国からの輸入拡大傾向の定着を指摘している。 

                                                   
28

 ノート（3）、（4）も参照 
29

 貿易圏別の貿易額では EU が引き続き最大の貿易パートナーである。 
30

 後述のノート(3), (4)において、アフリカと先進国・新興国との「パートナーシップ」（FOCAC を含む）につ

いて比較検討する。 
31

 一方、アフリカの貿易額合計に占める対ロシア、トルコ、タイ貿易の割合も増加しているが、それぞれ 1～2％

程度に止まっている（AfDB, OECD, UNDP (2016) ）。 
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図 30：アフリカの対中国貿易収支の変化（2005～2015 年） 

 

(出典：IMF (2016)a) 

 

また、2015 年 12 月に開催された「中国アフリカ協力サミット」では、中国政府は 3 年間で 600 億㌦の

支援を表明し、そのうち 100 億㌦を「生産能力協力基金」の設立に充当し、アフリカの産業化を支援する

「アフリカ産業化計画」を表明している。 

エネルギー・資源価格の下落に伴い、アフリカにおける資源確保の優先順位は下がり、これまでの資源国

を主な対象とした援助・投資から、非資源国・非資源分野も含めた広範な援助・投資へと、中国とアフリカ

の経済関係は移行しつつある32。例えば、インフラ部門（鉄道、道路、港湾、電力など）での援助・投資に

ついては、非資源国であるエチオピア・ケニアなどでも大規模なプロジェクトを実施中である。 

また、上述の「アフリカ産業化計画」は、中国経済の「新常態」（New Normal）への移行に伴い中国国内

で過剰になった鉄鋼やセメントなどの生産能力の国外移転支援政策の一環と考えられ、今後、一層幅広い業

種の中国企業によるアフリカ進出が加速することが考えられる（ノート（4）参照）。 

一方、World Bank（2015c）は、中国経済の「新常態」（New Normal）への移行に伴うアフリカ経済への

インパクトをシミュレーションし、中国経済のサービスセクター拡大によるアフリカからの消費財輸入の需

要拡大により、総じてアフリカ各国の成長にプラス（2030 年時点で GDP を 4.1％引き上げ）と試算してい

る。 

このように、新興国、特に中国との経済関係は大きな転機を迎えているが、今後のアフリカ経済に与える

影響への見方は定まっておらず、その動向が注目される。 

 

(4) エボラ出血熱流行の終息とポスト・エボラ 

 

2015 年 12 月、WHO はギニアにおけるエボラ出血熱の流行終息を宣言し、1 万人以上の犠牲者を出した

ギニア・シエラレオネ・リベリア 3 か国におけるエボラ出血熱の流行は終息した。 

                                                   
32

 第 12 次 5 か年計画（2011～2015 年）において、中国政府はアフリカを資源の供給地として明確に位置付け

ていた（北野（2013b））。ノート（4）を参照。 
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しかし、今般の 3 か国におけるエボラ出血熱流行は、アフリカにおける国際的な感染症対策の難しさとと

もに、アフリカ保健システムの脆弱性を改めて現前させ、アフリカの一地域の脆弱な保健システムでの危機

が世界的な危機になりうる可能性とともに、「強靭な保健システム」構築の必要性を強く認識させた（The 

Global Fund (2015b)）。 

 

これまでにもアフリカの保健システムの脆弱性への認識は幾度となく高まったことがある。近年では、

2000 年前後の HIV/AIDS の感染拡大をきっかけに、MDGs における保健関連 3 目標33の採択（2000 年）、

グローバルファンドの創設（2002 年）、米国ブッシュ政権による PEPFAR (President's Emergency Plan for 

AIDS Relief) の開始（2004 年）、ゲイツ財団の HIV/AIDS 対策への参入などが相次ぎ、アフリカ保健分野へ

の援助が急増した。 

 

図 31：アフリカ（サブサハラ）保健分野への ODA 実績の推移（2000～2014 年） 

 

出典：OECD/DCD (2016), Development Aid at a Glance, Statistics by Region, 2. Africa 2016 edition 

 

 2000 年以降のアフリカ保健分野での開発援助アプローチの特徴は、HIV/AIDS、マラリアなどの特定疾病

対策に巨額の資金が供与されたことである（いわゆる「Vertical Approach」：垂直的アプローチ）。その結果

として、HIV/AIDS、マラリア、結核の 3 大感染症ともに状況が改善され、2000 年当時には達成困難と思わ

れた MDGs の第 6 ゴール（下記脚注参照）はアフリカ（サブサハラ）においても達成される34など、巨額

の援助とともに大幅な進捗を示していた35が、エボラ危機をきっかけに再びその脆弱性が注目を浴び、「強

靭な保健システム」の必要性が再認識されるようになった。 

 

まず、今回のエボラ危機を防げなかった要因として、WHO を初めとする国際社会の初動の遅れが大きな

テーマとなっている。 

                                                   
33

 ゴール 4：乳幼児死亡率の削減、ゴール 5：妊産婦の健康の改善、ゴール 6：HIV/AIDS、マラリア、その他の

疾病の蔓延の防止。詳しくはノート（2）を参照願いたい。 
34 但し、3 大感染症の合計で年間 200 万人（HIV/AIDS で 79 万人（2014 年）、マラリアで 52 万人（2013 年）、

結核で 69 万人（2013 年）が死亡しており(The Global Fund (2015a), WHO (2014))、その重要性は依然として

高い 
35

 MDGs のゴール 4、ゴール 5 の達成状況についてはノート（2）を参照願いたい。 
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例えば、「国際保健のための G7 伊勢志摩ビジョン」（2016）では、「公衆衛生上の緊急事態への対応強化

のためのグローバル・ヘルス・アーキテクチャーの強化」が第一のテーマとされ、WHO 改革とともに、

WHO による初動資金としての Contingency Fund for Emergency (CFE：2015 年 5 月設立)、世界銀行グル

ープが運営する Pandemic Emergency Financing Facility (PEF：2016 年 5 月設立) などの対応が表明されて

いる。 

また、アフリカ域内でのサーベイランスシステムの強化・構築が議論されており、AU が主導する Africa 

Centers for Disease Control and Prevention (Africa DCD) などの構想が活発に議論されている。 

我が国においても、国際緊急援助隊・感染症対策チームが発足（2015 年 10 月）、国際的に脅威となる感

染症対策関係閣僚会議による基本方針が決定（2016 年 2 月）されている。 

 

このような感染症アウトブレーク・パンデミックに対する対応（response）・予防（prevention）ととも

に、事前準備（preparedness）の重要性が広く認識されている。今回のエボラ危機への対応では、公的な

保健サービスが十分にカバーしていない地方部・遠隔地での封じ込めに失敗したことが主要な要因の一つと

考えられており、Preparedness を備えた強靭な保健システムの展開が必要と認識されている。 

このような強靭な保健システムの基礎的な部分に該当するものとして、エボラ危機以前より構想されてい

た「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ」（UHC）に注目が集まっている。例えば、「国際保健のための G7

伊勢志摩ビジョン」（2016）では、「強固な保健システム及び危機へのより良い備えを有した UHC の達成」

を第 2 のテーマとしている。 

UHC は、もともとは 2005 年の WHO 総会における加盟各国に対する保健財政改革に関する決議36として

始まり、2010 年の World Health Report “Health systems financing: the path to universal coverage” におい

て、公的保健サービスの①総人口に対するカバー率、②サービス内容のカバー範囲、③サービス費用の公的

負担率、の 3 つの次元で “Universal Coverage” を目指すものとして図式化されたものある（図 32）。また、

WHO and World Bank (2015) では「全ての人々が経済的困難を強いられることなく、必要な質の高い保健

サービスを享受すること」と定義されている。 

 

図 32：UHC の 3 つの次元 

 

出典：WHO (2010), World Health Report “Health systems financing: the path to universal coverage” 

                                                   
36

 WHA 58.33 “Sustainable health financing, universal coverage, and social health insurance” 



38 

 

 

 UHC は幅広い支持を受けるに至っており、SDGs の目標 3.8「全ての人々に対する財政リスクからの保護、

質の高い基礎的な保健サービスへのアクセス及び安全で効果的かつ質が高い安価な必須医薬品とワクチン

へのアクセスを含むユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する」として、2030 年までの UHC

の達成が掲げられている。 

 WHO and World Bank (2015) では、UHC の進捗モニタリング指標として、表 9 の分野・指標を採用して

おり、今後 UHC が実現すべき具体的な内容として、これらの内容が想定されている模様である。但し、保

健サービスの内容及び保健財政のあり方は国により前提条件が大きく異なるため、これらの指標の一律適用

について留保が付けられている。 

 

表 9：WHO and World Bank (2015)において想定されている UHC モニタリング指標 

 項目 モニタリング指標 

 

保

健

サ

ー

ビ

ス 

リプロダクティブヘルス及び新

生児ケア 

家族計画の普及率 

出生前ケアへのアクセス率 

専門の技能を持つ分娩介助者による出産介助率 

子供の予防接種 三種混合（DTP）ワクチン接種率 

感染症 抗 HIV 治療（ART）へのアクセス率 

結核治療へのアクセス率 

非保健分野 安全な水へのアクセス率 

衛生施設へのアクセス率 

財

政

的

保

護 

Out of Pocket Payment (OOP) 国の保健医療コスト全体に占める OOP（家計による保健医療支出）の割合 

Catastrophic Health Expenditure 家計支出における保健医療支出（OOP）の割合が 25％以上の世帯の全世帯数に対する

割合 

Impoverishing Expenditure 重度の保健医療支出（OOP）のため、OOP を除く家計支出が貧困ライン（注）を下回

る家計の割合 

（注）貧困ラインは、世界銀行の定める絶対的貧困ライン、あるいは国ごとの相対的貧困ラインのいずれか

をケースバイケースで適用。 

出典：WHO and World Bank (2015) に基づき筆者作成 

 

 UHC のアフリカでの推進は、TICADV 横浜行動計画（2013-2017）にも含まれており、日本政府が発表

したアフリカ支援パッケージにおいても、数値目標はないものの「UHC の推進」が明示されている。その

具体的なプログラムや枠組みは、TICADVI での発表を目指し、本稿執筆時点（2016 年 8 月）で世界銀行、

WHO、日本政府・JICA を中心に協議中である。 

 

(5) 紛争・テロの動向 

 

Murotani (2013)によれば、1990 年代以降、アフリカの紛争・内戦は減少傾向にあり、アフリカにおける

紛争関連死者数は、1990 年代の年間 2 万人～8 万人から、近年では年間 3000 人～1 万人へと大幅に減少し

ていた。 

一方、昨今の新たな特徴として、強力な宗教的イデオロギーを標榜し凶悪な犯罪性も兼ね備えたトランス
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ナショナルな暴力組織・武装勢力が新たな主体として登場している（片岡（2016））。 

例えばナイジェリアでは、2012 年以降、テロや暴動などの暴力的事件が急増しており、これらの事件に

よる死者は 2011年以前の年間最大 2000人の水準から、2014年には年間12000人へと増加している（Cilliers 

(2015)）。 

 

図 33：ナイジェリアにおける暴力的事件の年間発生数及び死者数（1997～2014 年） 

 

（出典：Cilliers (2015)） 

 

2013 年 1 月 16 日には、アルジェリアのイナメナスで発生したイスラム系武装集団による人質拘束事件

により、日本人 10 人を含む 37 人が犠牲となり、日本においてもアフリカの安全保障に対する関心が高ま

り（片岡（2016））、TICADV (2013) ではサヘル地域の安定化への貢献を目的とした 5 年間（2013～2017

年）で 1000 億円の開発人道支援の実施が表明された。 

 

また、World Bank (2015e) によれば、このような暴力的事件の発生はアフリカの各地域、特にナイジェ

リア、アフリカの角、中部アフリカ、南北スーダンなどで増加している。北アフリカのリビア、エジプト、

チュニジアでも 2011 年のアラブの春以降の混乱が続いており、アフリカ大陸での暴力的事件の増加は顕著

と言わざるを得ない。 

 

図 34：アフリカ各国における暴力的事件の年間発生数（左：1997～99 年、右：2014 年） 
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（出典：World Bank (2015e)） 

 

このような暴力的過激主義の拡大に対し、国際社会は有効な手立てが見いだせていない。治安維持能力や

国境管理の強化については一定の手立ては打たれている。しかし、暴力的過激主義集団への若者の参加や支

持の背景・原因の解決は容易ではなく、その拡大を止めるには至っていない。 

暴力的過激主義拡大の要因については、貧困、失業、格差、差別、社会的孤立、教育不足などの経済的・

社会的要因が挙げられることが多い37が、アフリカ（サブサハラ）での暴力的過激主義についての調査分析

はほとんど進んでおらず、不明な点が多い。 

Cilliers (2015) は、アフリカ大陸全体を対象とした調査分析の中で、北アフリカ・アラブ諸国における暴

力的過激主義の政治的・文化的背景として、独立以降の近代的・世俗主義的統治が、貧困や汚職などの課題

を解決できなかったとの失望が広がっており、サブサハラにおいても、貧困や失業などの経済的困難や汚職

や抑圧などによる政治的失望の深刻化・長期化が、人々を伝統や宗教への回帰に向かわせる可能性を指摘し

ている。 

また、暴力的過激主義が活発なソマリア、ナイジェリア北東部、サヘル地域では、教育・保健・治安維持

などの基礎的な行政サービスが行政区域内に行き渡っておらず、宗教勢力や暴力的過激主義集団がこれらの

サービスデリバリーを通じて、行政から独立した統治を行う余地が大きいことが指摘されている（Celliers 

(2015)）。 

Mar Dieye (2016) は、UNDPが実施中の調査などの中間結果を踏まえ、Preliminary resultsとしながらも、

以下の 3 点を指摘している。①暴力的過激主義の要因として、(i) 貧困・低い人間開発水準、(ii) 経済的・政

治的な排除・周縁化、(iii) 部族・宗教的指導層との関係断絶、②国境周辺地域における社会経済的・制度的

なインフラの欠如、③サヘル、チャド湖周辺、ソマリア、ナイジェリアにおいては社会経済的要因、ケニア

においては政治的要因が重要。 

これらを踏まえると、暴力的過激主義の根本原因（Root causes）へのアプローチとして、特に開発援助

においては、①統治が及ばない国境辺境地域におけるコミュニティレベルでの基礎的な行政サービスの普遍

的な実施、②貧困や失業を緩和する包摂的な成長、③汚職防止・政治的自由・人権などを尊重するグッド・

ガバナンス、が重要であると現時点では考えられる。但し、さらなる調査分析やこれらアプローチの実施の

結果・インパクトの分析を踏まえた見直しが必要である。 

 

さらに暴力的過激主義の背景には、IS（イスラム国）による宣伝・影響力の増大、リビア崩壊に伴う武器

や外国人傭兵の拡散、麻薬や武器取引による資金調達、EU 域内の移民社会との関係、IT の発達と普及など、

様々な要因を指摘することが可能である。 

これらの要因に対しては、開発援助を超えた取り組み、例えばアフリカ域内における治安当局同士の情報

                                                   
37

 例えば、国連事務総長による暴力的過激主義防止行動計画（United Nations (2016)）では、以下の広範な 7 つ

の分野を対象とした対策の実施を呼びかけている。①Dialogue and Conflict Prevention ②Strengthening Good 

Governance, Human Rights and the Rule of Law, ③Engaging Communities, ④Empowering Youth, ⑤Gender 

Equality and Empowering Women, ⑥Education, Skill Development and Employment Facilitation, ⑦Strategic 

Communications, the Internet and Social Media 
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交換や捜査協力、不法資金や麻薬・武器取引の取り締り強化、国連や AU の枠組みによる軍事・治安協力（ソ

マリアにおける AMISOM、マリにおける MINUSMA など）が必要である。 

 

従来型の紛争については、南スーダン国内の対立、中央アフリカの混乱、ブルンジでのクーデター発生な

どがあり、国際社会による紛争解決・仲介努力が続けられている。 

ソマリア沖海賊については、TICADV 開催時（2013）の主要テーマの一つであったが、自衛隊をはじめ

とする各国空海軍の努力により、ソマリア沖海域における海賊事件の発生件数が、2015 年にはゼロになる

など、目覚ましい成果を挙げている。 

 

表 10：ソマリア沖・アデン湾における海賊等事案の発生状況（2008～2015 年） 

 

（出典：外務省ホームページ） 
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4. JICA の取り組み：課題の認識と具体的方策 

【要約】 

① 以上論じてきたように、長期的にアフリカの経済は構造転換が必要である。また、第 3 節でみたとお

り、特に TICADV（2013）以降、顕著となってきた状況、特に資源価格の下落、保健セクターの脆弱性の

露呈や暴力的過激主義の台頭などを考慮するとき、経済的、社会的、政治的なさまざまなショックに対応

する強靭性の強化が喫緊の課題となりつつある。 

②したがって、アフリカ開発の課題は Transformation（構造転換）と Resilience（強靭性）の二つのキーワ

ードに集約できるというのが本小論の立場である38。 

③ Transformation（構造転換）については、以下の 5 つの「構造転換」が必要である。(i) 人口構造の構

造転換、(ii) 農業の構造転換、(iii) 産業構造の構造転換、(iv) 労働市場の構造転換、(v) 人間開発の構造転

換。 

④ Resilience（強靭性）については、以下の 4 つの「強靭性の強化」が必要である。(i)外的経済ショック

に対する強靭性の強化、(ii) 保健システムの強靭性の強化、(iii) 気候変動に対する強靭性の強化、(iv) 政治・

経済・社会的危機に対する強靭性の強化。 

⑤ さらに構造転換と強靭性の強化を通底する課題として Human Development（人間開発）が重要である。 

 

(1) Transformation（構造転換） 

現在のアフリカ開発を巡る国際社会における議論では、幅広く様々な文脈で Transformation「構造転換」

という言葉が使われており、様々な「構造転換」が必要と主張されているが、ここまでの本論での分析・議

論を踏まえれば、以下の①～④までの 4 つの「構造転換」が必要であることは明らかであろう。さらに後述

する「人的資本」の構造転換を加え、5 つの「構造転換」が特に重要である。 

 

① 人口構造の構造転換 

② 農業の構造転換 

③ 産業構造の構造転換 

④ 労働市場の構造転換 

⑤ 人間開発の構造転換 

 

①については、乳幼児死亡率の低下、家族計画の普及、女子の就学年数の延長、増大する労働人口に見合

った雇用の増加などが必要である。これらの取り組みにより、人口ボーナスの発生による労働人口率の増加、

貯蓄率の増加、子供一人当たりの教育・保健投資の増加などが期待される。 

 ②については、農業近代化による農業生産の増加、農産物市場の整備、農村インフラの整備、農産物への

付加価値の増大などが必要である。これらの取り組みにより、農家所得の向上、農村部での貧困削減、食糧

輸入の抑制による貿易収支の改善、都市部への労働供給の増加などが期待される。 

③については、インフラ整備、人的資本の質の向上、貿易自由化、国内金融市場整備など、多方面でのビ

                                                   
38

 本稿執筆時点（2016 年 8 月）時点では、TICADVI（2016 年 8 月）で採択見込みのナイロビ宣言の 3 本柱とし

て、①: Promoting structural economic transformation through economic diversification and industrialization、②: 

Promoting resilient health systems for quality of life、③: Promoting social stability for shared prosperity が想定さ

れている（TICADVI 閣僚級準備会合（2016 年 6 月ガンビア）にて合意）。このうち、①は Transformation に、

②と③は Resilience に該当している。 
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ジネス環境整備が必要である。これらの取り組みにより、若年労働力の増加及び農業からの労働力移動を吸

収する労働集約的で生産性の高い製造業ないしサービス業の育成が期待される。 

④については、アフリカの就労人口の 8 割を占めるインフォーマルセクターにおける低賃金で劣悪な労働

条件・環境から、フォーマルセクターにおけるディーセント・ワークへの移行が期待される。 

⑤については、後述するようにアフリカの人間開発水準は転換期を迎えている。子供一人当たりの教育・

保健投資の確保・増大と教育・保健サービスの拡大・質の向上を通じ、集団としての人的資本の質の向上を

通じた労働生産性の向上と、個人としてのエンパワーメントを図ることが必要である。 

 

このような広い意味での Transformation の推進には、多くの政策的取り組みが必要とされるが、主要な

取り組みは以下のようなところに集約されよう。 

 

① インフラ開発、域内の物流・貿易促進、電力・物流コスト削減 

② 農業開発、工業化を通じた産業構造多様化 

③ 人的資本開発、経営改善、技術開発を通じた生産性向上、産業競争力強化、若年雇用創出、 

④ 人口転換の促進、人口ボーナスの利益最大化 

⑤ 国内資金動員、国内金融市場整備、金融アクセス強化 

⑥ 貿易・投資促進、グローバルバリューチェーンへの統合 

 

JICA は、これらの政策の多くに対して、広範な取り組みを展開している。 

まず、①のインフラ開発に関しては、TICADV (2013) では回廊開発・戦略的マスタープランを新たなイ

ニシアチブとして打ち上げ、インフラ開発と産業開発・農業開発、域内貿易・物流促進などを統合した総合

的な地域開発計画の策定と具体化を進めている。ワンストップボーダーポスト（OSBP）などへの協力も①

に関連する。 

ついで、②の農業開発に関連した協力としては、CARD（コメ増産）、SHEP（小農支援）のほか、回廊開

発と関連した協力などを進めている。公的教育の支援、職業訓練の強化、現場におけるカイゼン活動の普及

への支援などは③に対応する。 

④については、人口政策そのものへの支援は控えられているが、母子保健を通じての乳幼児死亡率の低下、

家族計画の普及、女子教育を通じての女子の就学年数の延長などに取り組んでいる。 

 ついで、⑤や⑥への協力については、世銀、IMF、AfDB などの開発金融機関、WTO、UNCTAD などの国

際貿易機関、JETRO、JBIC などの日本政府関係機関、民間企業などによる取り組みとも連携して、政策ア

ドバイザーの派遣や、我が国の民間のアフリカへの投資を促進する活動を行っている。 

 

前述のとおり、特に日本国内では、インフラの未整備に起因する高い輸送コストや、食糧生産の不振に起

因する高い食糧価格が、アフリカにおける高い単位労働コスト、ひいてはアフリカ産業開発の主要な阻害要

因とみなされている。 

TICADIV (2008) 以降に重点的に支援しているインフラ開発や農業開発、カイゼンのような生産性向上、

都市開発39などへの取り組みは、アフリカにおける高い輸送コスト、単位労働コストや食糧価格の引き下げ

                                                   
39 World Bank (2016a) 及び AfDB, OECD, UNDP (2016) は、アフリカの都市開発の遅れによる都市生活コス

ト・ビジネスコストの高さ、都市集積効果の低さなどと構造転換の関係を分析しており、今後の都市開発のポテ

ンシャルを示唆するものとして注目される。 
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を実現することを通じ、アフリカの構造転換・産業開発に重要な貢献を果たすことが可能であろう。 

 

アフリカの構造転換・産業開発の具体的なあり方については、前述（P.26～27）のとおり、議論の収斂を

見るに至っていないが、どのような産業政策・開発政策であっても、人的資本開発、インフラ開発、貿易・

投資促進、法的枠組整備、金融機能強化などへの取り組みが、その共通基盤として必要とされる。 

また、これらに取り組むためには何らかの長期的なビジョンと、それを実現しようとする政府の政策が必

要である。そのような政策形成と実施のために、アジアなどでの先行事例を参照することも効果的であろう。

このような政府の機能・役割が効率的・効果的に機能するように政府を支援することは、開発援助に求めら

れる必要最小限の要件である。 

過去にアフリカでは、構造調整プログラムが過度に政府の役割を制限したり、過度に社会開発を重視し経

済開発が軽視されたことがあり、政府の役割・経済開発を重視する日本政府・JICA の開発援助政策が批判

されることがあったが、現在はそのような批判を受けることは少なく、国際社会における TICAD への注目・

評価はますます高まっている。 

 

(2) Resilience（強靭性） 

Resilience（強靭性）とは、人命・健康・所得・福祉・インフラ・自然環境・社会関係資本などの厚生水

準の損失リスク（ダウンサイドリスク）に対し、リスクの緩和、リスクがもたらす損失の軽減、損失からの

復興・再建などを目的とする政策、制度などを意味する、と定義付けられるだろう。Fragility・Vulnerability

（脆弱性）の対概念であり、人間の生存、生活、尊厳に対する脅威に対する保護と能力強化に着目する「人

間の安全保障」に近い概念と言えよう40。 

 

これまでの議論を踏まえれば、アフリカ開発の文脈では、以下の 4 つの強靭性の強化が重要と考えられる。 

 

① （一次産品価格変動や国際金融危機などの）外的経済ショックに対する強靭性の強化 

② （エボラ出血熱などの感染症の流行に対する）保健システムの強靭性の強化 

③ （干ばつ・洪水などの自然災害や温暖化などの）気候変動に対する強靭性の強化 

④ （国際紛争・内戦・テロなどによる）政治・経済・社会的危機に対する強靭性の強化 

 

これらの強靭性の強化のためには、多くの政策的取り組みが必要とされるが、主要な取り組みは以下のよ

うなところに集約されるであろう。 

 

① 健全なマクロ経済運営、一次産品価格下落の影響の緩和・最小化、産業構造の多様化 

② 雇用創出、格差是正を通じた貧困層、若者、女性に対する経済的包摂性の促進 

③ 農業生産拡大、食糧安全保障確保、栄養改善 

                                                   
40

 横浜宣言 2013 において、「人間の安全保障促進」は、「アフリカ自身の取り組みの支援」「女性の主流化」「若

者の機会の拡大」とともに、分野横断的な「包括指針」として以下の通り位置づけられている。「人間一人ひと

りに着目し、個人の保護と能力強化を通じ、人間としての可能性を最大に開花させるために恐怖からの自由と欠

乏からの自由を強調する人間の安全保障を包括的に推進する。人間の安全保障の促進には、人道上の課題や紛争

予防、平和維持、紛争後の復興及び開発、人身取引、テロとの闘い等の分野における協力・調整の深化及び能力

強化が含まれる。」⇒http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/page3_000209.html 
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④ Resilient Health System, Universal Health Coverage の実現 

⑤ 気候変動・災害リスクへの対応、自然環境保全 

⑥ 民主化、ジェンダー平等、腐敗防止、人権保護などのガバナンス強化 

⑦ 暴力的過激主義・テロの拡大防止、治安能力強化、Root Causes への取り組み 

⑧ 平和構築、平和維持、復興支援、難民支援 

 

 ここでも、JICA はこれらの取り組みについてのアフリカ各国の努力を支援するために、幅広い支援を展

開している。但し、Transformation への取り組みと比べ、国際社会との協調・役割分担の文脈がより明確で

ある。 

 ①については、主に IMF・世銀の役割であるが、産油国・資源国に対する財政支援・経常収支支援などが

必要な場合は、世銀、AfDB などとの協調融資の可能性は検討されてしかるべきであろう。 

 ②については、主に公的教育の質の向上及び普及（女子教育を含む）、職業訓練などを通じた労働力の質

の向上と、AfDB を通じた民間セクター融資（NSL）による雇用創出を行っている。 

 ③については、コメ増産支援、小規模農家の市場志向型農業支援、これらにおけるジェンダー配慮、新た

な国際栄養プラットフォーム（IFNA）の設立など。 

 ④については、世界銀行、WHO などとの協調による Universal Health Coverage への対応を進めている

（前述：P.35～P.38）。 

 ⑤については、森林保全・砂漠化防止、低炭素エネルギー開発（地熱など）、気候変動に強い農業（灌漑

開発など）、気候変動に強いインフラ開発（洪水対策など） 

 ⑥については女性起業家支援や農業開発におけるジェンダー配慮、女子教育、母子保健などのジェンダー

支援を中心に実施。ガバナンスに関する事項は主に国際機関（日本政府拠出金）が対応。 

 ⑦については、警察研修、国境管理強化などの治安能力強化に国際機関と連携して取り組んでいる。Root 

Causes への取り組みは試行錯誤中である。 

 ⑧については、紛争後におけるコミュニティ支援、行政機能再建支援などに主に取り組んでいるが、近年

は南スーダンでの和解支援41のように、紛争下での政治プロセス支援にも着手している。 

 

(3) Human Development（人間開発） 

最後に、Transformation と Resilience を横断する基底的課題として、Human Development（人間開発）42

の重要性を確認しておきたい。 

アフリカにおいて、教育・保健への投資を通じた人間開発の重要性は、1990 年代までは十分に認識され

ていたとは残念ながら言い難く、当時の構造調整プログラムにより多くの国で教育・保健予算が削減され、

                                                   
41

 例えば、南スーダンの文化・青年スポーツ省の能力構築を JICA は支援しており、同省による初の全国スポー

ツ大会（2016 年 2 月）開催を通じ、対立するディンガ族とヌエル族の交流と和解が期待された。但し、2016 年

7 月の政府軍と反政府軍の武力衝突により、南スーダンでの事業実施は中断の止むなきに至った。 
42

 Human Development（人間開発）と類似の概念として、Human Resource Development（人材開発、人的資

源開発）、Human Capital Development（人的資本開発）、産業人材開発という概念も広く使われる。Human 

Development（人間開発）は、国家・国民経済レベルでの人的資本の開発と、個人レベルでのエンパワーメン

トの双方の側面を有する。Human Resource は企業経営における人的構成要素を指すことが多く、Human 

Capital は専ら国民経済における人的構成要素を指す。産業人材開発は人的資源と人的資本の中間的な日本独自

の概念と言えよう。本論では、これらを代表する概念として、開発援助コミュニティで最も広範に使われてお

り指標化が進んでいる Human Development（人間開発）を用いる。 
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アフリカの教育・保健水準は停滞ないし低下した。 

その転機となったのは 2000 年の MDGs 採択であり、ほぼ同時期に開始された貧困削減戦略であった。ま

た同時期に深刻化した HIV/AIDS 危機も、アフリカの保健分野への国際社会の関心と対アフリカ援助の急増

の大きなきっかけとなった。 

2000 年代には教育・保健の両分野で、アフリカ各国と国際社会による多大な開発努力が行われた結果、

MDGs 目標を達成しないまでも多くの社会開発分野で長足の進歩を達成した（ノート（2）参照）。しかし、

エボラ危機の発生に見られるように基礎的な保健サービスが十全には行き渡っておらず、教育水準も引き続

き低いレベルに止まっているなど課題は山積している。 

 

以下では、アフリカの人間開発指標（HDI）の変化を分析した AfDB, OECD, UNDP (2016)に基づき、ア

フリカ人間開発の状況・進捗を以下の通り概観することとしたい。 

UNDP の分類に従い、HDI の水準を「低人間開発」（HDI<0.550）、「中人間開発」（0.550<HDI<0.699）、「高

人間開発」（HID.0.700）に分けると、2015 年時点でアフリカの人口の 75％は「低人間開発」に止まってい

る。但し、2030 年には「中・高人間開発」が 72％を占めると予測されており、アフリカの人間開発はこれ

までの「低人間開発」が支配的な状況から大きな変化を迎える転換期に入っていると考えられる（図 35）。 

 

図 35：アフリカにおける人間開発の進展（2015 年⇒2030 年） 

 

（出典：AfDB, OECD, UNDP (2016)） 

 

 HDI の年間変化率で、アフリカはアジアに次いで高くアラブ諸国・中南米を上回っている（図 36）が、

その速度は 2010 年以降減速しており（図 37）、AfDB, OECD, UNDP (2016)は、上記の予測とともに、アフ

リカが引き続き「低人間開発」に止まるリスクを指摘している。 
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図 36：アフリカ及び他の地域における人間開発指数の年間変化率（1990～2014 年） 

 

（出典：AfDB, OECD, UNDP (2016)） 

 

図 37：アフリカにおける人間開発指数の年間変化率の推移（1990 年代⇒2000 年代⇒2010 年代） 

 

（出典：AfDB, OECD, UNDP (2016)） 

 

 AfDB, OECD, UNDP (2016)は、アフリカが引き続き「低人間開発」に止まるリスク要因として、経済成

長の減速に加え、人口増加と所得格差を指摘している。人口増加は子供一人当たりの教育・保健投資が低水

準に止まらせ、また、所得格差は貧困層・低所得層の子供に対する教育・保健投資を低水準に止まらせるこ

とを通じ、「低人間開発」が世代から世代へと継承されるリスクを高めると考えられている。 

また、AfDB, OECD, UNDP (2016)は、所得格差により生じる教育・保健機会の損失を HDI に換算した場

合、アフリカ（サブサハラ）の機会損失は他の地域よりも大きいとの試算も示している（図 38）。 
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図 38：アフリカ及び他の地域における所得格差により生じる人間開発の損失 

 

（出典：AfDB, OECD, UNDP (2016)） 

 

 これらの分析を踏まえ、以下のような「人間開発の構造転換」の必要性を指摘できる。 

 

 低人間開発（HDI<0.550）が支配的な状況から、中・高人間開発（HDI>0.550）が支配的な状況への転

換が必要である。 

 人的資本の構造転換を加速化させるためには、経済成長の加速化による社会開発財源の確保、効果的な

教育・保健政策の実施とともに、格差是正・出生率低下による子供一人当たりの教育・保健投資の増加

が必要である。 
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■ ノート 

 

(1) アフリカの人口構造と人口構造転換 

United Nations（2015b）によれば、アフリカ（サブサハラ）の人口（2015 年）は 9.62 億人、人口増加

率（2010～2015 年）は年 2.71％である。国連（2015）の中位推計によれば、アフリカ（サブサハラ）の

人口は 2030 年に 13.96 億人、2050 年に 21.23 億人に達する見込みである。 

 

表 11：2015 年～2100 年までのアフリカ（北アフリカを含む）の人口推移（中位予測） 

 

 

（出典：United Nations（2015b）） 

 

アフリカ（サブサハラ）の人口増加率は、1970～1975 年以降 2.63～2.81％の間で推移しているが、2015

年以降の中位予測によれば今後は低下に転じ、2025～2030 年には 2.38％、2045～2050 年には 1.90％と見

込まれている。なお、南部アフリカの人口増加率は 0.89％（2015～2020 年）と他の地域より大きく低下し

ている。北アフリカでも 1990 年代半ば以降人口増加率が 2％を下回っており人口転換が進捗している。一

方、東部、西部、中部アフリカではその進捗は緩慢である。 

 

表 12：2015 年～2100 年までのアフリカ（北アフリカを含む）の人口増加率（中位予測） 

 

 

（出典：United Nations（2015b）） 

 

World Bank（2015b）は、アフリカ（サブサハラ）の人口転換促進政策として、人口転換以前の段階及び

前期の国々においては、①乳幼児死亡率の低下、②女子教育の普及、③家族計画の普及（避妊手段の普及を

含む）が重要として推奨している。 

乳幼児死亡率については、特に貧困国においては、子供が親・家族にとっての将来の労働力・資産と見な

されているため、乳幼児死亡率が低下し将来に子供を失うリスクが低いと親・家族が認識すれば、出生率も
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低下すると考えられている。統計的にも乳幼児死亡率と合計出生率（女性一人当たりの出産数）は正の相関

関係にあり（下図）、乳幼児死亡率の低下は出生率の低下をもたらすと期待される。 

 

図 39：5 歳未満乳幼児死亡率と合計出生率の相関関係 

 

（出典：World Bank (2015b)） 

 

また、World Bank (2015b) は、女性の教育年数の延長による結婚・出産年齢の上昇が、アフリカにおけ

る出生率抑制の主な要因であるとの報告している。例えば図 40 はエチオピアにおける女性の教育年数と合

計出生率（女性一人当たりの出産数）の関係であるが、教育年数の上昇とともに合計出生率の低下が見られ

る。 

 

図 40：エチオピアにおける女子の就学年数別の合計出生率（1998 年～2011 年） 

 

（出典：World Bank (2015b) 

 

アフリカ（サブサハラ）の女性の中等教育（Secondary School）就学率は、1970 年の 10％から 2010 年
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では 35％程度にまで上昇しており、このような女子教育の普及の進展による出生率の低下が期待される。 

 

図 41：アフリカ（サブサハラ）における中等教育就学率（男女別、1970 年～2012 年） 

 

（出典：World Bank (2015b) 

 

家族計画の普及（避妊手段の普及を含む）については、World Bank (2015b) によれば、女性が希望する

子供の数より実際の子供の数が、他の地域ではその差が 0.5 人以下であるのに対し、アフリカ（サブサハラ）

では 2 人以上も多い。このことから、アフリカ（サブサハラ）では、出生率の減少に家族計画が果たし得る

余地が大きいものと考えられている。World Health Organization and the World Bank (2015)によれば、アフ

リカ（サブサハラ）における近代的な避妊手段の普及は他の地域に比べ遅れている。 

 

図 42：アフリカ及び他地域における近代的な避妊手段へのアクセス率 

 

出典：World Health Organization and the World Bank (2015) 

 



54 

 

(2)  アフリカ開発に関する長期計画・ビジョン・アジェンダなど 

 

 SDGs の採択 

 

2015 年 9 月国連総会で採択された SDGs は、17 クラスター169 開発目標に及ぶ 2030 年までの開発目標

を含む極めて包括的なものであり、その前身である MDGs の 8 ゴール 21 開発目標から、大幅に開発目標の

数を増やしている。 

これには、開発目標の数が多すぎてモニタリングが困難である、焦点が定まらず取り組みが分散する、

MDGsには未達成の目標が残っており、新たな開発目標を追加する前に未達成のMDGs目標の達成が優先、

といった批判がある。 

一方、多くのアフリカ諸国は、MDGs が主に社会開発（教育、保健、安全な水へのアクセス、ジェンダ

ー平等など）にフォーカスし、経済開発（インフラ、民間セクターなど）を含むアフリカの開発ニーズを十

分に反映していないとの潜在的な不満を有していた。 

例えば、TICADⅢ (2003) でアフリカ各国は、NEPAD (New Partnership for Africa’s Development) 43を

TICADⅢのメインテーマとして位置づけ、MDGs 採択直後の 2000 年代前半に国際的潮流であった社会開発

主導の貧困削減アジェンダ44に加えて、アフリカにおける経済開発の重要性を国際社会にアピールした。 

また TICADⅣ (2008) では、2000 年以降のアフリカ経済の持続的成長を受けて、「MDGs の達成」とと

もに「経済成長の加速化」が横浜宣言・横浜行動計画の 4 本柱45の一つに位置づけられ、日本政府は広域イ

ンフラ整備や農業生産の拡大を、アフリカ支援策の前面に打ち出した。TICADV (2013 年 6 月)でも、SDGs

採択（2015 年 9 月）に先駆けて、SDGs で新たなに追加されることとなった経済開発アジェンダを、横浜

行動計画（2013-2017）及び我が国のアフリカ支援パッケージにて先取りしている（表 13 参照） 

このような TICAD などでの国際的な議論を踏まえ、AU は、2015 年の SDGs 採択に向けた国連における

議論に対し、SDGs に対するアフリカ各国の共通ポジションを「Common African Position on Post-2015 

Development Agenda (CAP)」として取りまとめ、2014 年 1 月の AU サミットで採択・発表した。その内容

は、TICADV（2013 年 6 月）で採択された横浜宣言 2013 の内容を強く反映している46。 

このように SDGs には、社会開発中心の MDGs の取り組み継続に加え、TICAD や NEPAD、CAP などを

通じてアフリカが繰り返し表明してきた経済開発アジェンダが反映されており、アフリカにとっては、

SDGs のような包括的な国際開発目標の枠組みは望ましいものとして歓迎されている。 

一方、極めて包括的な SDGs を、どのようにアフリカ開発の枠組みとして活用するのか、アフリカにお

いてどのように SDGs を実行しモニタリングするのかは、今後議論されるべき課題として残されている47。 

                                                   
43

 国際問題研究所「アフリカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）の再検証」（2003）所収の堀内（2003）、

片岡（2003）論文に詳しく紹介・分析されている。 
44

 当時の英国ブレア政権が熱心に主導し、2005 年の G7 サミット（英国グレンイーグルスにて開催）における

債務削減合意や、2005 年 3 月の「援助効果にかかるパリ宣言」などの国際的な合意を導いた。 
45 他の 2 つは、「平和の定着・グッドガバナンス」、「環境・気候変動問題への対処」であり、これらも SDGs を

先取りしている。 
46

 UNDP アフリカ局長（Abdoulaye Mar Dieye 氏）が JICA 加藤理事に 2014 年 5 月に語った内容による。 
47 MDGs の場合は、21 の MDGs 開発目標のアフリカでの進捗を一冊にとりまとめた進捗報告を、AfDB、

AU、UNDP、UNECA が 2010 年以降毎年発表している（UNDP のウェブサイトよりダウンロード可⇒

http://www.undp.org/content/undp/en/home/librarypage/mdg/mdg-reports/africa-collection.html）が、同様の進捗

報告を SDGs の 169 目標について包括的に取りまとめるのは膨大な作業コストがかかる上、情報量が膨大

すぎるため進捗の全体像が却って把握しづらくなるように思われる。 
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ジェフリー＝サックス・コロンビア大学教授48は、アフリカの SDGs 達成を支援する「SDG Center for 

Africa」構想を提唱している。SDGs に関するポリシーリサーチと ICT 利活用を中心とする革新的技術開発

を核として、SDGs 達成に対する知的支援を行う Center of Excellence 設立構想である。 

 

表 13：SDGs と TICADV 支援策（JICA 担当分）との対応関係 

 

（出典：筆者作成） 

 

 MDGs の達成状況 

 

MDGs の採択（2000 年）以降、先進国のアフリカ向け開発援助は増加に転じ、特に MDGs の主な目標と

された社会開発分野への援助が増加し（OECD/DCD (2016)）、アフリカにおける MDGs 目標達成に向け、

国際社会による多大な開発支援・努力が行なわれた。 

                                                   
48

 サックス教授は、MDGs の際にコフィ＝アナン国連事務総長からの依頼により、MDGs の達成、特に貧困

削減目標の達成戦略を策定した。その内容は「貧困の終焉」と題して日本語でも出版されている（早川書房、

2006 年）。 

TICADV三本柱 TICADVの主な支援策（JICA担当分のみ） 対応するJICAのアプローチ

目標１ あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標17
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パート
ナーシップを活性化する

（TICADそのものがグローバル・パートナーシップ） ●AfDB、世銀、UNDP、米仏などとの連携

目標8
包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用を促進する

●投資アドバイザーを１０カ国に派遣
●２０カ国３００人にOSBPを普及・人材育成
●EPSA２０億ドル（２０１２～２０１６年）
●資源分野１０００人の人材育成
●観光分野７００人の人材育成

●カイゼン、生産性向上、雇用創出
●貿易・投資促進
●民間セクター開発

目標9
強靭なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及び
イノベーションの推進を図る

●６５００億円の公的資金を投入（インフラ整備）
●５大成長回廊整備支援
●戦略的マスタープラン１０箇所
●産業人材３万人育成
●産業人材育成センター１０箇所設立（２５カ国を対象）
●ABEイニシアチブ１０００人を日本に招聘
●PAU，E-JUST等研究機関・大学への技術協力

●質の高いインフラ、広域インフラ
●回廊開発、戦略的マスタープラン
●産業人材育成、ABEイニシアチブ
●高等教育・科学技術協力

目標11
包摂的で安全かつ強靭で持続可能な都市及び人間居住を実現
する

●６５００億円の公的資金を投入（インフラ整備）
●５大成長回廊整備支援
●戦略的マスタープラン１０箇所

●都市開発

目標12 持続可能な生産消費形態を確保する

目標14
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な
形で利用する

●港湾開発

目標2
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可
能な農業を促進する

●SHEPアプローチを１０カ国で展開、技術指導者１０００人の人
材育成、５万人の小農組織を育成
●２０１８年までにサブサハラアフリカでのコメ生産を２８００万トン
に増加

●CARD
●SHEP
●ProSAVANA

目標3
あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促
進する

●５００億円の支援、１２万人の人材育成
●ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの推進
●栄養改善のための協力を強化

●UHC
●母子保健
●感染症対策

目標4
全ての人に包括的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習
の機会を促進する

●新たに２０００万人の子どもに質の高い教育環境を提供（理数
科教育・みんなの学校の拡充）

●理数科教育
●みんなの学校

目標5
ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を
行う

●日アフリカ・ビジネスウーマン交流プログラムの立ち上げ ●同左

目標6
全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保す
る

●１０００万人に対する安全な水へのアクセス及び衛生改善 ●地方給水、都市給水、下水道整備など

目標7
全ての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネル
ギーへのアクセスを確保する

●２０００億円の低炭素エネルギー支援 ●地熱、高効率火力、送配電網整備など

目標10 各国内及び各国間の不平等を是正する

目標13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
●２０００億円の低炭素エネルギー支援
●TREESイニシアチブによる森林減少面積の削減（３４カ国を対
象）

●地熱、高効率火力、送配電網整備など
●森林保全

目標15
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回
復及び生物多様性の損失を阻止する

●TREESイニシアチブによる森林減少面積の削減（３４カ国を対
象）

●森林保全、生態系保全、砂漠化防止など

平和と安定 目標16
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、全ての
人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果
的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

●北アフリカ・サヘル地域におけるテロ対処能力向上のために２
０００人の人材育成及び機材供与等の支援
●サヘル地域安定化支援１０００億円
●ソマリア沖の海上安全確保を支援
●司法、メディア、地方自治、治安維持等の分野で５０００人の行
政官育成

●平和構築・復興支援、治安能力強化、テロ対策、など

包摂的で強靭な社会

強固で持続可能な経済

（分野横断的目標）

SDGs目標（下線部はSDGsで新たに加わった目標）
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その進捗・達成状況については、United Nations (2015a), AfDB, AU, UNDP, UNECA (2015) 、世界銀行の

World Development Indicators Database49にて詳細なデータや分析が公開されており、統計・データの整備・

公開・利用は大きく改善した。 

しかし、表 14 のとおり、アフリカで MDGs の数値目標が達成されたのは、MDG6 の感染症蔓延防止の

みである。但し、現在も AIDS、マラリア、結核の 3 大感染症により年間 200 万人が死亡50しており、感染

症対策の重要性は依然として高い。 

他の目標は未達成に終わったが、1990 年水準からは大幅な進捗が確認されており51、2015 年以降も SDGs

達成努力の一環として、これらの改善努力の継続が引き続き求められている。 

 

表 14：アフリカにおける MDGs の達成状況 

 

（出典：United Nations (2015a), AfDB, AU, UNDP, UNECA (2015) などを基に筆者作成） 

 

 COP21、パリ合意 

 

2015 年 12 月の COP21 にて「パリ合意」が採択された。アフリカは、世界の温暖化効果ガス排出量の 2％

程度を占めるにすぎない一方、気候変動に特に脆弱な地域と位置付けられてきた。したがって、アフリカは

温暖化効果ガス排出量の削減策（「緩和策」）とともに、気候変動により生じる旱魃や自然災害52などへの「適

                                                   
49

 http://data.worldbank.org/products/wdi 
50

 年間、HIV/AIDS で 79 万人（2014 年）、マラリアで 52 万人（2013 年）、結核で 69 万人（2013 年）が、アフ

リカで死亡したと報告されている (The Global Fund (2015), WHO (2014),) 
51 リプロダクティブヘルスへのアクセス（MDG5.B）と改良衛生施設へのアクセス（MDG7.C）の進捗は極

めて遅れている。 
52

 国際的には旱魃は自然災害の一種に含まれているが、本論では日本国内での一般的な理解（旱魃は自然災害で

1990年 2015年 2015年達成目標 アフリカ 開発途上地域

1.A: 2015年までに1日1ドル未満で生活す
る人口の割合を1990年水準から半減

1.1 1日1.25ドル（購買力平価）未満で生活
する人口の割合 57% 41% 28.5% 未達成 56% 140%

1.C: 2015年までに飢餓に苦しむ人口の割
合を1990年の水準の半数に減少させる

1.9 カロリー消費が必要最低限のレベル未
満の人口の割合 33% 23% 16.5% 未達成 61% 87%

2
普遍的な初等教
育の達成

2015年までにすべての子どもが男女の区
別なく初等教育の全課程を修了できる

2.1 初等教育における純就学率 52% 80% 100% 未達成 58% 55%

3
ジェンダー平等
の推進と女性の
地位向上

2005年までに可能な限り、初等・中等教育
で男女格差を解消し2015年までにすべて
の教育レベルで男女格差を解消する

3.1 初等・中等・高等教育における男子生
徒に対する女子生徒の比率 0.97～1.03 未達成 71% 100%

4
乳幼児死亡率の
削減

2015年までに5歳未満児の死亡率を1990
年の水準の3分の１にまで引き下げる

4.1 5歳未満児の死亡率（1000人当たり） 179 86 60 未達成 59% 79%

５.A: 2015年までに妊産婦の死亡率を1990
年の水準の４分の１に引き下げる

5.1 妊産婦死亡率（出産10万件当たり） 990 510 242 未達成 68% 62%

5.B:2015年までにリプロダクティブ・ヘルス
への普遍的アクセスを実現する。

同左 47% 49% 100% 未達成 4% 28%

6.A:2015年までにHIV/エイズの蔓延を阻
止し、その後、減少させる。

15-49歳人口のHIV感染率
5.6％

（2005）
4.7%(2013) 5.6%以下 達成

6.B:2010年までにHIV／エイズの治療への
普遍的アクセスを実現する。

 6.5 治療を必要とするHIV感染者のうち、
抗レトロウィルス薬へのアクセスを有する
者の割合

～0% 37%(2013) 100% 未達成 37% n.a.

6.6 マラリア発症数 達成 30% 34%

6.6 マラリア死亡者 達成 47% 54%

7.8 改良飲料水源を継続して利用できる人
口の割合 48% 68% 74% 未達成 77% 127%

7.9 改良衛生施設を利用できる人口の割
合 24% 30% 62% 未達成 16% 67%

2000年⇒2013年：47％減

2000年⇒2013年：30％減
6.C:2015年までにマラリアやその他の主要
な疾病の発生を阻止し、その後、発生率を
引き下げる

1
極度の貧困と飢
餓の撲滅

指標

（初等教育男女比のみ）
1990年：0.83⇒2015年0.93

妊産婦の健康状
態の改善

5

進捗率
MDG ゴール 目標とターゲット 達成/未達成

アフリカ（サブサハラ）の進捗状況

6
HIV/エイズ、マラ
リア、その他の
疾病の蔓延防止

環境の持続可能
性を確保

7.C:2015年までに安全な飲料水と衛生施
設を継続的に利用できない人々の割合を
半減する

7
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応策」のニーズが高いと言える。 

一方、アフリカは水力、地熱、太陽光、風力など、未開発の再生可能エネルギー減を豊富に有しており、

今後、アフリカの電力需要増加への対応、電力アクセス率改善53のためには、これらの再生可能エネルギー

源の開発、有効活用が必要である。 

世界銀行は「Africa Climate Business Plan」（World Bank (2015)）として、再生可能エネルギー開発、森

林保全、総合水資源管理・開発、気候変動に強い農業開発、気候変動に強いインフラ開発、災害リスクマネ

ジメント、気象観測など、アフリカ（サブサハラ）における包括的・分野横断的な取り組みとして、2016

～2020 年の 5 間で 160 億㌦が必要であり、このうち 56 億㌦を IDA 融資で賄うほか、民間資金に 35 億㌦、

気候変動ファイナンスに 22 億㌦、開発資金（二国間及びマルチ）に 20 億㌦を期待している。 

 

表 15：世界銀行 Africa Climate Business Plan における資金計画 

 

（出典：World Bank (2015a)） 

 

 Financing for Development 

 

2015 年 7 月、アジスアベバにて国連主催の開発資金会合が開催され、Addis Ababa Action Agenda of the 

third International Conference on Financing for Development が採択された。同会合は、2002 年のモンテレ

イ会合、2008 年のドーハ会合に続くものであるが、世界の開発資金における民間資金の増大と、ODA 資金

の相対的な割合の低下（図 23）などを背景に、開発途上国・地域への民間資金・投資拡大とともに、開発

途上国・地域自身による国内資金動員（Domestic Resource Mobilization：DRM）の重要性が強調された。 

近年、アフリカでも DRM は重要視されている。例えば、アジェンダ 2063（次節参照）では、その開発

                                                                                                                                                                                       

はなく農業問題）に基づき、旱魃を自然災害に含めず並記している。なお、旱魃を自然災害に含めた場合、アフ

リカでの自然災害として最も発生頻度及び人的損害の高いのは旱魃である（World Bank “Natural hazards, 

unnatural Disasters” (2010), World Bank “Report on the status of disaster risk reduction in Sub-Saharan Africa” 

(2010) による）。 
53

 サブサハラアフリカの人口 10 億人のうち、電力へのアクセスを有するのは 3 億人に過ぎない。電力アクセス

率の改善は SDGs 目標の一つ（目標 7）に新たに加えられた。 
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目標達成のための資金動員計画として、開発パートナーからの公的・民間資金の導入とともに、国内資金動

員（DRM）のための徴税能力の強化、アフリカ各国・域内の金融・資本市場の整備の設立などが達成目標

として掲げられており、2015 年 3 月のアフリカ財務・経済大臣会合では DRM への取り組み強化が合意さ

れた。 

今後、生産年齢人口の割合増加（図 10、P.12）に伴い、国内貯蓄増加のポテンシャルも高まるものと期

待されるが、これまでの国内貯蓄率は低迷している（図 43）。国内貯蓄率が低いため、域外資金（FDI、ODA

など）に依存する傾向が見られるが、ドルの金利上昇、一次産品下落に伴うアフリカ向け融資のリスクプレ

ミアム上昇（図 25、P.32）など、域外の民間資金調達コストは上昇しており、相対的に DRM の重要性が増

している。 

 

図 43：国内貯蓄率の推移（東アジア・大洋州、南アジア、アフリカ（サブサハラ）：1970 年～2013 年） 

 

（出典：World Bank (2016b)） 

 

アフリカでは、一般市民による銀行口座開設が容易でなく、3.5 億人が銀行口座を有していないが、Mobile 

Banking と Micro Finance の普及により金融アクセスは改善されつつある。Mobile Banking の普及率はケニ

アの 15 歳以上人口の半数以上に及び、他の国にも拡大している（図 44）。マイクロファイナンスも、2014

年時点で 4500 万人が借り入れ・預金を利用しており、年 15～20％のペースで利用者が増加している。（IMF 

(2016)） 

 

図 44：アフリカ（サブサハラ）における携帯電話口座の普及率（2014 年） 
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（出典：IMF (2016)） 

 

2007 年の金融危機以降、アフリカ各国の財政収支は赤字拡大傾向にあり、財政収入の強化が必要である。

アフリカの徴税能力は徐々に改善している（World Bank（2015））が、他の地域よりは依然として低い水準

である。さらに、エネルギー補助金など非効率な財政支出を構造的に抱えている国も多く、IMF はエネルギ

ー補助金の抜本的な見直しを一貫して主張している54。 

 

図 45：財政収入及び税収の推移（対 GDP 比、2002 年～2014 年） 

 

出典：World Bank (2015)  

 

 Agenda 2063, AU Continental Agenda, RECs 

 

AU は、2013 年 5 月の OAU/AU 設立 50 周年記念首脳会議において、2063 年までの 50 年間のアフリカ

開発の長期ビジョン・計画を作成することを決議し、2015 年 1 月の AU 首脳会議にて「Agenda 2063」を

採択した。 

「Agenda 2063」は、政治文書としての Agenda 2063（「Agenda 2063 Popular Version」として公開され

ている）に加え、「Agenda 2063 Framework Document」（Agenda 2063 の背景、過去の AU/OAU の開発戦略

の評価、アフリカ経済社会の現状分析、パートナーシップの評価などを含む）、「Agenda 2063 First 10-year 

Implementation Plan (2013-2023)」（Agenda2063 対象期間（2013～2063 年）の最初の 10 年間の実施計画。

成果目標、資金動員計画、フォローアップ体制などを含む）、「Financing Agenda 2063 First 10-Year Plan 

(FTYP)」（上記 10 か年実施計画の資金動員計画の詳細）などの文書から成り立っている55。 

2015年 1月の「Agenda 2063」採択以降も、「Agenda 2063 First 10-year Implementation Plan (2013-2023)」

の AU 首脳会議採択（2015 年 6 月）、アフリカ財務・経済・計画大臣会合（AU・UNECA 主催、2016 年 3

月）での「統合され一貫した Agenda 2063 と SDGs の実施・モニタリング・評価」をテーマとした議論な

                                                   
54

 例えば、2016 年 1 月にラガルド専務理事がナイジェリア、カメルーンを訪問した際のスピーチを参照 

(Lagarde (2016a), Lagarde (2016b))。エネルギー補助金に関する報告書としては、IMF ウェブサイト「IMF and 

Reforming Energy Subsidies」を参照。⇒http://www.imf.org/external/np/fad/subsidies/ 
55

 これらの Agenda 2063 関連文書は、こちら（http://agenda2063.au.int/en/documents）よりダウンロード可 

http://agenda2063.au.int/en/documents
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どを通じ AU のイニシアチブによるフォローアップが行われている。 

TICADVI においても、TICAD の基本原則である「アフリカの開発オーナーシップ支援」の一環として、

Agenda 2063 を支援する方向で議論が進んでおり、Agenda 2063 の政治的イニシアチブとしての基盤は

着々と固められつつある。Agenda 2063 に対する認識は、少なくともアフリカ各国政府と開発パートナー

の間では共有されつつある。 

Agenda 2063 の概要56を以下に簡単に示すと、以下の 7 つの柱（Aspirations）と、それらに対応する 20

の目標（Goals）を立てている。 

 

表 16：Agenda 2063 の 7 本柱、20 の目標 

7 本柱（Aspirations） 20 の目標（Goals） 

(1) 包摂的成長と持続可能な開発に基づ

く繁栄したアフリカ 

① 高い生活水準。全ての市民にとっての生活の質と福祉 

② よく教育された市民と、科学技術・イノベーションに下支えされた

技能革命 

③ 健康で十分な栄養のある市民 

④ 構造転換した経済 

⑤ 生産性向上と生産増加のための近代農業 

⑥ 経済成長加速のためのブルーエコノミー・海洋経済 

⑦ 環境的に持続可能で気候変動に強靭な経済とコミュニティ 

(2) パンアフリカニズムの理想とアフリ

カン・ルネッサンスの展望に基づき政

治的に統合された大陸 

⑧ アフリカ合衆国（連邦あるいは同盟） 

⑨ 大陸レベルの金融・通貨機関の設立・営業開始 

⑩ 世界クラスの（運輸・通信）インフラが縦横に展開 

(3) グッドガバナンス、人権尊重、正義、

法の支配するアフリカ 

11 民主的価値、実践、人権の普遍的原則、正義、法の支配の定着 

12 能力のある制度、改革的リーダーシップの確立 

(4) 平和で安全なアフリカ 

 

(4) 平和で安全なアフリカ（続き） 

13 平和、安全保障、安定の確保 

14 安定した平和なアフリカ 

15 機能的でアフリカ平和・安全保障ストラクチャー（APSA）の活動

開始 

(5) 強い文化的アイデンティティー、共通

の遺産、価値、倫理を有するアフリカ 

16 アフリカ文化の再生 

(6) 特に女性と若者のポテンシャルに基

づき、子供を大事に育て、人々により

開発が主導されるアフリカ 

17 生活のあらゆる局面における完全なジェンダー平等 

18 若者と子供のエンゲージメント・エンパワーメント 

(7) 強力で、統一され、強靭で影響力のあ

るグローバルプレイヤー・パートナー

としてのアフリカ 

19 グローバルイシューと平和共存における主要パートナーとしての

アフリカ 

20 自身の開発に必要な資金に全ての責任を負うアフリカ 

（出典：African Union (2016a)） 

                                                   
56

 下記の他に、フラッグシップ・プロジェクト、主要成果目標、10 か年実施計画における 2023 年までの達成目

標、資金動員戦略、実施・モニタリング・評価体制、パートナーシップ（TICAD を含む）、SDGs との整合性な

ど、広範な内容を含んでいる。 
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2001 年の NEPAD の発表以降、AU は、AU Continental Agenda として、アフリカ大陸全体を対象とした

分野別の長期開発計画・ビジョン・アジェンダを多数発表している。代表的なものとして、アフリカ・イン

フラ開発計画（PIDA）、包括的アフリカ農業開発計画（CAADP）、アフリカ大陸貿易自由地域（CFTA）、ア

フリカ産業開発行動計画（AIDA）、アフリカ鉱業ビジョン（AMV）などがある。 

Agenda 2063 は、これらの AU Continental Agenda も包含した、極めて包括的かつ網羅的な長期開発計

画・ビジョンであり、2002 年の AU 発足以降のアフリカ開発に関する政治的イニシアチブの AU による集

大成とも言える政治的イニシアチブである。 

Agenda 2063 では、これらの開発アジェンダの内容に加え、Aspiration の 2 番目として「政治的に統一さ

れ、パン・アフリカニズムの理想とアフリカン・ルネッサンスのビジョンに基づくアフリカ大陸の統一」と

謳われており、アフリカの政治・経済統合に向けた強い政治的意思が表明されている。 

そのような「アフリカ大陸の統一」のためには、アフリカ独立時のような高い理想・理念とともに、政治・

経済統合を現実化するための強い政治的意思、具体的な構想と粘り強く実務的な努力が必要である。 

政治統合については、AU による平和維持活動である African Peace and Security Architecture、African 

Standby Force57などの設置や、南スーダン、ソマリア、ブルンジなどでの AU による平和維持活動などを

端緒として進められようとしている。 

経済統合については、アフリカ・インフラ開発計画（PIDA）、包括的アフリカ農業開発計画（CAADP）、

アフリカ大陸貿易自由地域（CFTA）の 3 つの大陸レベルでの経済統合計画が実施の段階にあり、NEPAD

計画調整庁・地域経済共同体（RECs）がこれらの実施機関として整備されつつある。 

NEPAD 計画調整庁は、AU Continental Agenda の実施機関として、2010 年に AU の下部機構として設立

された。当初は、アフリカ・インフラ開発計画（PIDA）、包括的アフリカ農業開発計画（CAADP）など、

AU Continental Agenda の一部の実施推進を担当していたが、現在では業務範囲が拡大し、以下の 4 分野を

担当している58。①Skills and Employment for Youth、②Industrialization, Science, Technology and Innovation、

③Regional Integration, Infrastructure and Trade、④Natural Resources Governance and Food Security。 

地域経済共同体（RECs）は、アフリカ独立後の 1960 年代～1970 年代にサブリージョン別の国家連合体

形成の試みとして結成されたが、1980 年代～1990 年代には休眠化していた。2000 年代、NEPAD の主要テ

ーマである地域統合アジェンダの実施主体として RECs が見直され、東部アフリカ共同体（EAC）、南部ア

フリカ開発共同体（SADC）、東南部アフリカ市場共同体（COMESA）、西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）、

西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）などが、貿易自由化、関税同盟・共同市場結成、広域インフラ・OSBP

などを推進している。さらに、AU の下部機構として、Agenda 2063、PIDA、CAADP などの実施も担当し

ている。 

EAC, SADC, COMESA の三者は Tripartite Free Trade Area (TFTA)を結成した（2015 年 6 月）。また、2017

年までに全 RECs による Continental Free Trade Area (CFTA)の結成が AU 首脳会議（2015 年 6 月）にて合

意済みであり、AU にとって当面最重要の経済統合アジェンダとなっている。 

 

                                                   
57

 但し、アフリカ各国の派遣部隊は軍装備や軍事訓練も不完全で、当初 AU が想定していたような African 

Standby Force は実現していない（片岡（2016））。 
58 NEPAD ウェブサイトによる。http://www.nepad.org/ 
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(3) 先進国・新興国によるアフリカ開発フォーラム 

 

本節では、各先進国・新興国が AU との共催で開催しているアフリカ開発フォーラム及びそのコミットメ

ントなどの比較分析を通じ、TICAD の特徴を明らかにしていきたい59。 

第 1 回 TICAD の開催（1993 年）以前にも、国連、開発金融機関、旧宗主国（英仏）の主催によるアフリ

カ開発関連会合が開催されており、1980 年代のアフリカ債務問題の深刻化以降は、世界銀行の主導による

Special Program of Assistance for Africa (SPA) が援助国・機関を中心に組織され、アフリカにおける構造

調整・債務削減などに関するドナー間の主要な調整メカニズムとして機能していた。 

しかし、2000 年代に入ると、アフリカの成長回復や債務問題の解決（2005 年）などにより、アフリカ開

発の主要アジェンダが構造調整、債務削減、貧困削減などから経済成長の持続化・加速化へと移ると、TICAD

のスケールアップとともに、中国・EU が FOCAC・EU-Africa Summit を開始（2000 年）し、さらに韓国（2006

年）、インド（2008 年）が追随する一方、SPA や WP-EFF60などの影響力は大きく後退した。 

このように TICAD 型のアフリカ開発フォーラムが主流となった理由としては、TICAD の以下①～③のよ

うな特徴をアフリカ側が高く評価しているため、各国がこれらを取り込んだアフリカ開発フォーラムを追随

開催したものと考えられる。①アフリカの声を聴きアフリカのオーナーシップを尊重するフォーラムである

こと、②構造調整、援助効果といったドナーサイドにとってのテーマを中心に据えるのではなく、アフリカ

の声を聴いた上で状況に応じたテーマを設定すること、③約束が実行される仕組み・フォローアップメカニ

ズムが担保されている61。 

但し、各国によるアフリカ開発フォーラムが、形式上はともかく、これらの条件を必ず満たしているとは

限らない。例えば、AUC を共催者とする点では、中国・EU が TICAD に先んじており、アフリカの声を聴

く体制が整っていたと言えるが、TICAD は開始当時より実質的にアフリカのオーナーシップ尊重を基本原

則とし、在京アフリカ外交団との緊密な連携・意見交換を行っていた。TICADIII (2003) では、AU（当時は

OAU）との協議により「NEPAD」をメインテーマとしている62。 

テーマ設定については、中国は近年 AU の開発アジェンダ（Agenda 2063, PIDA など）の尊重を標榜して

いるが、資源確保や過剰生産力移転などの国益追求も同時に明確であるため、FOCAC の目的を「相互利益」

「Win-Win Partnership」と規定している。言葉の上では、TICAD の基本原則である「オーナーシップ・パ

ートナーシップ」にも似ているが、内実は異なると言うべきであろう。 

フォローアップについては、TICAD 以外のフォーラムでは、コミットメントの進捗・実施状況・目標の

達成・未達などはほとんど公にされていない。 

 

 

                                                   
59

 TICAD を第 1 回（1993）から時系列的に分析したものには、畝（2016）、Yoshizawa (2013b) などがある。 
60

 「Working Party on Aid Effectiveness」の略称。2005 年 2 月の「援助効果向上に関するハイレベルフォーラム」

で採択された「援助効果向上に関するパリ宣言」に基づき、OECD/DAC が中心となって組織したフォーラム。

各国・ドナーによる開発援助の実施手続きの調和化、財政支援化などにより、開発援助の費用対効果を高めるこ

とをテーマとした。アフリカ以外の途上国も対象であったが、実質的にはアフリカでの貧困削減の効果的な実施

を中心的課題として英国政府（国際開発省（DfID））が主導した。筆者は 2005 年～2007 年まで、OECD/DAC 事

務局に出向し、援助効果向上アジェンダの普及促進を担当した。 
61

 畝（2016）は、他のアフリカ開発フォーラムとの比較における TICAD の特徴を、①公開性、②包括性、③先

進性、④フォローアップ・モニタリング、の 4 点にまとめている。 
62

 TICAD は第 5 回（2013 年）より AUC を TICAD 共催者とした。その辺りの詳しい事情は畝（2016）を参照。 
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表 17：先進国・新興国によるアフリカ開発フォーラムの比較 

名称・概要 主なコミットメント 特徴 課題 

TICAD: Tokyo 

International 

Conference on 

African 

Development 

（概要）1993 年より

5 年ごとに日本にて

首脳会議を開催。 

2013 年以降は 3 年

ごとに日本・アフリ

カ交互開催に移行 

TICADV (2013.6) 

 5 年間で ODA1.4

兆円を含む 3.2 兆

円の官民の取り

組み 

 5 年間で 1000 人

の留学生受け入

れ（ABE ｲﾆｼｱﾁ

ﾌﾞ）、3 万人の産業

人材育成、EPSA 

20 億㌦、5 カ所の

成長回廊支援、10

カ所の戦略的マ

スタープラン、

6500 億円のイン

フラ支援など 

 これら「パートナーシップ」の先駆的・モ

デル的存在 

 国際機関との共催（国連、UNDP、世銀）。

AUC は TICADV (2013)より共催者 

 国際機関、先進国・新興国、ビジネス界、

市民社会に開かれたフォーラム。透明性は

高い 

 1990 年代よりアフリカの自助努力・開発オ

ーナーシップ支援を継続し、アフリカ側の

評価・信頼は高い 

 TICADII (1998)後の沖縄サミット(2000)ア

フリカアウトリーチの開催、TICADIII 

(2003)での NEPAD 支援・人間の安全保障、

TICADIV (2008)での広域インフラ支援、

TICADV (2013)での回廊開発、ビジネス支

援など 

 特に TICADIV/V 以降、アフリカ向け援助の

実質的増加とともに、ビジネス・パートナ

ーシップ促進が主要テーマ 

 対アフリカ外交の主要ツ

ールとして定着の一方、首

脳外交の強化が課題。安倍

総理アフリカ歴訪

（2014.01）は小泉総理歴

訪（2006.04）以来 8 年ぶ

り。 

 アフリカ側のビジネス界

への期待の高さとのギャ

ップ。特に中国・新興国と

の比較において、足が遅い

と見られている。 

 ビジネスとともに科学技

術、技術移転、人材育成へ

の期待が高い。ABE イニ

シアチブへの評価は高く、

さらなる人材育成イニシ

アチブの打ち出しが必要

か 

FOCAC: Forum on 

China-Africa 

Cooperation 

（概要）2000 年より

3 年ごとに中国・ア

フリカ交互開催。原

則は閣僚級会合だ

が、2015 年 12 月、

第 2 回 FOCAC サミ

ットを南アフリカで

開催。今後は首脳級

会合に移行 

第2回FOCACサミット 

(2015.12) 

 3年間で600億㌦。

内訳：①350億㌦

のｿﾌﾄﾛｰﾝ・輸出信

用、②100億㌦の

生産能力協力基

金設立、③50億㌦

の贈与・無利子借

款、④50億㌦の開

発基金増資、⑤50

億㌦の中小企業

開発特別融資 

 2000 年代半ば以降の急速なアフリカでの

経済的プレゼンスの向上とともに、経済的

課題（資源確保、貿易投資促進、援助）が

主要テーマに。FOCAC への関心も上昇 

 FOCAC4（2009）以降は巨額の資金コミッ

トメントで耳目を引き付けるとともに、従

来からの対アフリカ首脳外交も引き続き活

発 

 モンバサ～ナイロビ鉄道（38 億㌦）などの

大型インフラ案件に積極的。高速鉄道網、

高速道路網、地域航空網への支援を表明済

（李首相アフリカ歴訪(2014.5)） 

 第 2 回 FOCACサミットでは、3 年間で 600

億㌦のコミットとともに、「産業化」支援を

強調 

 習近平政権は、資源確保一

辺倒から、非資源国も含め

た大陸全体のインフラ整

備、産業化支援などにシフ

ト。 

 資源価格急落に伴い、中国

アフリカ貿易・投資も急減

（2015 年輸入・直接投資

4 割減（対前年比） 

 透明性欠如、資源収奪、労

働力輸出、現地企業排除な

どのネガティブイメージ

は残るが、資金力への期待

は引き続き大きい。 

US-Africa Leaders 

Summit 

（概要）2014 年初の

首脳級会合をワシン

トンで開催。今後の

開催予定未定 

330 億㌦（＝3.3 兆円）

の新規貿易・投資 

 民間企業より 140

億㌦ 

 輸出信用 70 億㌦ 

 Power Africa120

億㌦追加（世界銀

行 50 億㌦、アフ

開銀 30 億㌦な

ど） 

 クリントン・ブッシュ両政権下では、

HIV/AIDS 対策への巨額拠出、AGOA 

(African Growth and Opportunity Act：アフ

リカ産品への特恵関税供与・時限措置) な

どのアフリカ支援策を打ち出し 

 2015 年、初の Leaders Summit を開催、安

全保障・テロ対策支援、Power Africa など

のイニシアチブを打ち出し。AGOA を 10

年延長（本年 6 月に米国議会承認） 

 対アフリカ外交の一貫性

の欠如、政権交代に伴う政

策転換の可能性 

EU-Africa Summit 

（概要）2000 年以降

不定期に首脳会合を

欧州・アフリカ交互

開催。 

2014 年ブリュッセ

ルで第 4 回首脳会合

を開催、2015 年 11

月、マルタで

Migration に関する

首脳会合を開催 

 官民による 300

億ユーロ（＝4.2

兆円）の投資動員 

 アフリカ平和フ

ァシリティーに 3

年間で 7.5 億ユー

ロ（＝1,000 億円） 

 EPAs 交渉促進の

ための 7 年間で

8.44 億ユーロ（＝

1,200 億円） 

 7 年間で 30 億ユ

ーロ（＝4200 億

 旧宗主国（英仏）と旧植民地国との首脳外

交、二国間援助、アフリカ－カリブ－太平

洋（ACP）諸国とのコトヌー＝ロメ協定な

ど、従来からの対アフリカ外交の枠組みあ

り 

 EU-Africa Summit は、それらを包括する一

貫的な EU の対アフリカ外交の枠組みと位

置付けられるが、右記のとおり、難しい局

面を迎えている。 

 第 4 回 EU-Africa Summit

では、移民問題、経済連携

協定、マリ・中央アフリカ

紛争などで EUと AUの利

害が対立した模様。 

 2015 年 11 月の Migration

に関する首脳会合では、

18 億ユーロの基金設立で

合意したが、移民・難民問

題への抜本的な解決策は

見えず 
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円）の農業支援 

IAFS: India Africa 

Forum Summit 

（概要）2008 年以降

3 年おきに首脳会合

をインド・アフリカ

交互開催。2015 年

10 月、ニューデリー

にて第 3 回首脳会合

を開催 

第 3 回 IAFS (2015.10) 

 5 年間で 100億㌦

（＝1.2 兆円）の

ソフトローン 

 6000 万㌦の無償

贈与 

 5 万人の留学生受

け入れ 

 インドとアフリカの経済関係は、2000 年代

以降急速に拡大。貿易・投資拡大を主な目

的に IAFS 首脳会合を開催 

 先月の第 3 回首脳会合には、アフリカより

首脳級 37 名が出席。ソフトローンの表明

額（5 年間で 100 億㌦）は、TICADV での

ODA 表明額（5 年間で 1.4 兆円）に匹敵。

特筆すべきイニシアチブは見当たらない

が、金額は大きい 

 

韓国 

KAF: Korea-Africa 

Forum 

2006 年以降 3 年お

きに閣僚級会合をソ

ウルにて開催。 

Action Plan for KAF3 

2013-2015 (2012.10) 

 MDGs 目標に沿

った ODA の増額 

 PIDA, CAADP な

どへの支援 

 韓国外務貿易省のイニシアチブによるアフ

リカ各国の外務大臣を中心としたフォーラ

ム 

 韓国とアフリカの経済関係も拡大方向にあ

るが、中国・インドに比べると速度は緩や

か。金額的コミットメントはなく、レベル

も閣僚級 

 2015 年 12 月開催予定と報じられた KAF4

は開催されなかったが、2016 年 5 月に朴

大統領がアフリカを歴訪（エチオピア、ウ

ガンダ、ケニア）。 

 

(出典：公開資料を基に筆者作成) 

 

(4) 中国の対アフリカ支援について 

 

最後に、中国の対アフリカ支援の特徴を、日本の比較を通じて明らかにしてみたい。アフリカにおける中

国の行動については、既に多くのことがメディア等で語られているが、偏った情報や偏見に基づくものも多

く、中国による情報開示が不十分なこともあり、その全体像を客観的につかむことは容易ではない63。 

また、アフリカにおいても、中国に対しては歓迎と反発が入り混じった複雑な見方が支配的で、中国に対

する評価は様々である。中国もその点は十分承知している模様で、近年は資源確保の必要性が低下したこと

もあり、過去の失敗・反省を踏まえて64、アフリカ側に寄り添おうとする姿勢も垣間見られる。 

但し、中国の対アフリカ支援が、相互利益・Win-Win Partnership を謳いながらも、一貫して国益確保を

目的としている65ことには変わりないと考えるべきであろう。 

 

 

                                                   
63

 例えば、ジョンズホプキンス大学の Hwang et al. (2016) は、自らのチーム（China Africa Research Initiative）

による調査結果と、他の中国・アフリカ援助研究（China AidDate, the Rand Corporation, Fitch Rating）の調査

結果の比較を行ない、それらの調査・分析結果が時に大きく異なることを示している。また、JICA 研究所の Kitano 

and Harada (2014) 及び Kitano (2016) による OECD/DAC 統計の基準に準拠した中国の援助量分析は、中国の

対外援助の量に関する厳密な数量分析として大いに注目される。 
64

 例えば、国際社会の反発を無視してスーダン・ジンバブエの資源確保を目的に支援を行ったこと、ザンビアで

銅鉱山開発に投資したものの現地労働者の反発を受け反中国政党の政権獲得を許したこと、コンゴ民主共和国に

銅資源確保を目的として巨額の支援をコミットしたものの、国際社会の反発を受けた上、実質的に銅開発が進展

しなかったこと、ナイジェリアの中央銀行総裁に Financial Times 紙上にて「植民地主義」と名指しで批判され

たこと、などが挙げられる。（小島（2012）などを参照） 
65 例えば、第 12 次 5 カ年計画（2011~2015 年）において、中国はアフリカを、①中国経済の持続的発展に

欠かすことのできない資源と原材料の供給地、②中国経済構造の調整、産業の高度化にとって重要な協力先

の地域、③中国の商品・サービス貿易や海外工事請負にとって潜在力のある市場、④中国が国際開発協力実

施により大国としての責任を示す重要な舞台、と位置付けている（北野（2013b））。 
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表 18：中国・日本によるアフリカに対する支援額の比較 

 

（注）中国の対アフリカ実績(2)は、Kitano (2016) （Estimating China’s Foreign Aid II: 2014 Update, P. 27）の対全

世界 Total: Net foreign aid 実績(1) に、北野（2013a）（中国の経済協力の現状、中国経済 2013.4、P.44）によるア

フリカ向け地域別割合（45.7%）を一律に乗じたもの。地域別割合は年によって変わるものであり、上記(2)はあく

まで試算である。日本の対アフリカ実績(3)は DAC 統計による。 

（出典：公開情報を基に筆者により作成） 

 

表 19：中国と日本によるアフリカ支援の比較 

項目 中国 日本 

資金力 ●支援額：3 年間で 600 億㌦。内訳：①350 億㌦

のソフトローン・輸出信用、②100 億㌦の中国ア

フリカ生産能力協力基金設立、③50 億㌦の贈

与・無利子借款、④50 億㌦の中国アフリカ開発

基金増資、⑤50 億㌦のアフリカ中小企業開発特

別融資 

●2013 年の ODA ネットディスバースは 32 億㌦

前後（全世界向け 70 億㌦の約半分をアフリカ向

けと想定） 

●中国のアフリカ向け外国直接投資残高（2009

年末）は、商務部統計によれば 93 億㌦であるが、

300 億㌦程度とする推計もある。 

●TICADV で「2013～2017 年の 5 年間で官民合

わせて 320 億㌦の支援」を表明。 

●FOCAC5 (2012)での「3 年間で 200 億㌦」と

同水準の支援表明（FOCAC5：年 67 億㌦、

TICADV：年 64 億㌦）。FOCAC6 (2015) で中国

は支援額を 3 倍増（200 億㌦⇒600 億㌦） 

●2013年のODAネットディスバースは 21億㌦

（中国の 3 分の 2） 

●日本企業のアフリカ域内の民間投資残高

（2013 年末）は 120 億㌦、2012 年末（69 億㌦）

より急伸。 

 

価格競争力 ●単純な土木工事（一般道など）では圧倒的な競

争力あり。特殊な技術を要する案件でなければ、

高速道路、鉄道、電力なども競争力あり。大型水

力発電は競争力あり。 

●地熱、港湾、火力発電（高効率ガス火力、超

超臨界石炭火力）、海水淡水化などに強み。南

ア・北アフリカでは、トンネル、橋梁、鉄道車

両なども有力。 

 

スピード感 ●中国政府の意思決定の速さに対する評価は高

い。また、中国人中心の実施体制による迅速な工

事の実施にも定評あり。 

●一方、環境配慮などの弱さ、政治的介入による

案件審査の客観性、決定プロセスの透明性、審査

●中国との比較では意思決定に時間がかかるの

は事実。但し、実施中の問題は少なく、着実な

実施を確保。 

アフリカに対するODA実績（Net Disbursement：北アフリカを含む、単位：100万㌦）

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

対全世界 727 776 810 936 1,153 1,434 2,236 2,464 3,157 3,742 4,602 5,229 5,421 4,928

対アフリカ 332 355 370 428 527 655 1,022 1,126 1,443 1,710 2,103 2,390 2,477 2,252

日本 対アフリカ 1,091 700 704 838 1,103 2,596 1,766 1,571 1,499 1,888 1,722 1,724 2,092 1,558

3.28 1.97 1.90 1.96 2.09 3.96 1.73 1.40 1.04 1.10 0.82 0.72 0.84 0.69
中国に対する日本の割合

（対アフリカ）

中国
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の技術的能力にも懸念あり。コミットが実施され

ているのか、疑わしい事案もある模様。 

技術力 ●中国企業の工事の質、中国製品の品質への不満

の声はあるが、価格との見合いで中国企業・製品

が選ばれているのが現状。 

●自動車に代表される日本製品の品質・技術力

の高さは広く認知されており、人材育成・技術

移転への期待は高い。 

外交力 ●1950 年代以来の非同盟外交、台湾政府との国

家承認権争いもあり、対アフリカ外交の蓄積は大

きい。毎年、国家主席・首相・閣僚クラスでのア

フリカ歴訪が恒例化。 

●TICADI (1993) 以来の TICAD プロセスが主

軸。総理アフリカ訪問は 3 回（森、小泉、安倍）

のみ。2009 年以降は外相が毎年アフリカ訪問

（TICAD フォローアップ会合のため）。 

アフリカへの外

交的メッセージ 

●非同盟外交以外の長年の関係、内政不干渉など

を強調。援助とともに民間経済関係を重視。 

●AU への外交攻勢。AU 本部ビルの建設 (2012)、

在 AU 代表部開設 (2015)など。AUC 委員長（ズ

マ委員長）は親中派。 

●中国への反発感情にも配慮。李国強首相スピー

チ（2014.05）では、雇用創出、人材育成、貧困

削減、野生動物保護（象牙の密猟・密輸対策）な

どに言及 

●安倍総理アフリカ政策スピーチ「一人、ひと

りを強くする日本のアフリカ外交」（2014.01）

にて、労働倫理、人材育成、カイゼン、ABE イ

ニシアチブ、女性と若者、青年海外協力隊、ス

ポーツなどに言及。 

●アフリカ人の対日感情・評価は悪くはないが、

自動車に代表される技術力の印象が依然として

強い。（中国のように）大きなマイナスはないが、

プラス材料も少ない。 

FOCAC と

TICAD 

●中国とアフリカ諸国（49 か国：FOCAC6 開催

時）・OAU/AU（FOCAC5 (2012)より正式メンバ

ー化）による開催。FOCAC5 には潘基文国連事

務総長が参加。 

●首脳級の参加もあるが、基本的には閣僚級会

合。FOCAC3 (2006)・FOCAC6 (2015)は首脳会

合との同時開催。 

●FOCAC1 (2000) 以降「3 年毎、アフリカ・中

国交互開催」。次回 FOCAC7 は 2018 年北京にて

開催予定。 

●AUC、国連、UNDP、世銀との共催であり、

当初より国際開発アジェンダへの relevancy が

高く、九州沖縄サミット (2000) でのアフリカ

アウトリーチ、TICADIII (2003) での NEPAD 支

援など、アフリカのオーナーシップ支援が特徴。 

●TICADVI (2016) より「3 年毎、日本・アフリ

カ交互開催」に変更 

アフリカ開発戦

略・援助政策 

●2004～2014年ごろまで、資源確保を目的とし、

資源開発利益による返済を特徴とする「アンゴ

ラ・モデル」による支援を実施。欧米諸国及び一

部アフリカ諸国から批判あり。「アンゴラ・モデ

ル」の有効性にも疑問あり（スーダン、ザンビア、

コンゴ民など）。 

●FOCAC5 以降は、高速鉄道網、高速道路網、

域内航空網、工業団地整備を打ち出すなど、資源

開発から中国企業・国営企業（インフラ企業及び

製造業）の海外進出支援にシフトしつつある。中

国経済の成長減速も一つの要因。 

●一貫して、アフリカにおける中国の国益（資源

●1990 年代～2000 年代前半は社会セクター開

発（教育、保健、水）が主流。 

●TICADIII (2003) 以降、NEPAD 支援、広域イ

ンフラ支援、コメ増産、回廊開発、産業人材育

成と、経済成長支援、民間セクター支援、民間

経済関係へとシフト。 

●TICAD プロセスを通じ、アフリカのニーズ・

声と、国際開発アジェンダを踏まえた TICAD 行

動計画を作成。 

●アフリカにおける日本の国益（資源確保、市

場確保、外交関係）追求が最終目的ではあるが、

（中国のような）直接的・短期的な経済的利益
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確保、市場確保、外交関係）追求が目標。 

●1960 年代～70 年代の日本の援助政策（タイド

援助による輸出振興・資源確保）を研究、アフリ

カで実践しているとの評価あり。 

の追求よりも、中長期的なパートナーシップの

構築・強化を通じた経済的・外交的利益確保が

目的。 

 

実施能力 ●FOCAC5 北京宣言行動計画の目標達成云々に

ついて、第 2 回 FOCAC サミット・ヨハネスブル

グ宣言では一切言及していない。 

●一般的に中国人中心の自己完結型の実施体制

のため、「現地に裨益しない」と言われているが、

最近では現地人の雇用、現地調達の拡大に努めて

いる模様。 

●TICADIV 横浜行動計画での日本政府支援策・

コミットメントは達成済み。進捗状況はプログ

レスレポートで報告・公表。 

●民間企業も含め、「着実な実施、約束は守るが、

意思決定が遅い」「透明性は高いが存在感が弱

い」と評されることが多い。 

（出典：公開情報を基に筆者作成） 
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